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６５期・６６期会員に対する就業状況等に関する 

アンケート調査の結果について（概要報告） 

１ 実施概要 

実施期間は２０１４（平成２６年）７月３１日～８月２９日，対象は２０１４年

７月時点の現・新６５期会員・６６期会員，実施方法は郵送である。送付数（郵送

物未着分を除く）は３６１８名，有効回答数は９９０名（回収率：２７．４％）で

ある。 

２ 登録時期 

 回答者（９９０名）のうち，新規登録を行った時期が「一斉登録日」である者は

７０８名（７１．５％），一斉登録日以降に登録した者は２８２名（２８．５％）

である（問１）。 

 一斉登録日以降に登録した者（２８２名）のうち，一斉登録日に登録しなかった

理由（問２）として「就職先は決まっていたが，入所（入社）予定日が一斉登録日

以降だったため」であると回答した者も８２名（２９．１％）いるが，「就職活動

継続中のため」と回答した者が１１８名（４１．８％）で最も多い。 

３ 就業形態 

 新規登録時の就業形態（問３）は，「勤務弁護士」「民間企業・団体」「公務員」「日

本司法支援センターのスタッフ弁護士」の合計で８３４名（８４．３％）であり，

それ以外の就業形態である者は１５６名（１５．７％）である。「それ以外」とは，

「事務所内独立採算弁護士」「独立開業」「既存事務所の共同経営弁護士」等である。 

調査日現在での就業形態（問７）は，「勤務弁護士」「民間企業・団体」「公務員」

「日本司法支援センターのスタッフ弁護士」の合計で７９８名（８０．６％），そ

れ以外の就業形態は１９２名（１９．４％）である。新規登録時点と調査日現在の

時点を比較すると，「勤務弁護士」「民間企業・団体」等が減り「それ以外」が増え

る傾向にある。 

４ 日常的な事件処理の指導（ＯＪＴ）の機会 

 日常的な事件処理の指導を受ける機会が「ない」「無回答」と回答した者の合計

は１５３名（１５．５％）である（問１３）。 

ＯＪＴ等が必要になるのは，「事件処理の方針の判断に迷ったとき」（９３．９％）
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「依頼者対応に迷ったとき」（７９．９％）「裁判所の手続に不安があるとき」（７

１．３％）などで，いずれも高い比率を示している（問１６）。 

ＯＪＴ等の機会確保のために望む制度は，「先輩弁護士との共同受任」（６８．７％）

がきわめて高い（問１８）。 

５ 年額所得 

 ２０１４年の年額所得（見込）は，「４００～５００万円未満」が最多である（２

１．９％）。「２００万円未満」「２００～３００万円未満」「３００～４００万円未

満」の合計は，９９０名中３０７名（３１．１％）である（問１１）。 

２０１４年の年額所得（見込）が４００万円未満である者３０７名のうち「勤務

弁護士」は１９２名，「既存事務所の共同経営弁護士」は１１名で両者合わせて６

６．１％を占める（問７×問１１）。 

他方で，奨学金債務または司法修習貸与金債務を負担する者は，９９０名中８４

３名（８５．２％）である。債務総額は「３００～５００万円程度」２１６名，「５

００～７００万円程度」１６１名，「７００万円以上」１９８名である（問２７×

問３０）。 

前記の所得年額（見込）の状況は，法曹資格取得のために負担したこれらの債務

の存在と併せて評価する必要がある。 

６ 就業先・就業形態の変更希望，登録取消 

(1) 就業先・就業形態の変更希望 

    今後数年以内に就業先または就業形態を「変更したい」と思う者は，９９０名

中４３０名（４３．４％）である（問３３）。変更希望の理由は，「収入に満足で

きない」１６４名，「自分の将来性が感じられない」１３５名，「就業先の業務拡

大・発展の見込がない」８２名である（問３４）。 

(2) 登録取消 

登録取消を「考えたことがある」者は９９０名中１７７名（１７．９％）であ

る（問３５）。登録取消を考えた理由は「会費負担が重い」９２名，「収入が不安

定」７８名，「法曹以外への転職」７７名である（問３６）。「会費負担が重い」

と回答した者の内訳は勤務弁護士４８名，独立開業１９名，民間企業・団体，事

務所内独立採算弁護士がそれぞれ９名である（問３６×問７）。 

登録取消を「考えたことがある」１７７名のうち，２０１４年の年額所得（見

込）が４００万円未満の者は８８名で４９．７％を占めている（問３５×問１１）。
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所得の低さは登録取消の大きな動機となっている。 

「今度どの程度の所得があれば業務を継続できると考えるか」は，「５００～

６００万円未満」と回答した者が最も多い（２５．８％）（問３８）。 

７ 経年変化 

  司法修習修了者数（任官・任検者を除く）は６５期１９１６名に対し６６期は１

８５６名と６０名減少しているが，就職難は緩和されていない。 

一斉登録日に登録できた者の割合は６５期（現・新合計）が３８６名（７２．３％）

であるのに対し，６６期は３２１名（７０．５％）と減少している（Ｆ１×問１）。 

一斉登録日に登録しなかった理由が「就職活動中」と回答した者はいずれも５９

名で，６５期３９．９％に対し６６期４４．０％と増加している（Ｆ１×問２）。 

新規登録時の就業形態が勤務弁護士である者の数は，６５期の４０７名（７６．

２％）に対し６６期は３３６名（７３．８％）と減少している（Ｆ１×問３）。 

８ まとめ 

就業時期の遅れ，「事務所内独立採算弁護士」「独立開業」など就業形態に関する

問題，ＯＪＴ機会の不足などとともに，勤務弁護士の中にも低所得層が存在すると

いう問題が，調査結果から現われている。すべての新人弁護士がＯＪＴの機会を与

えられ，「業務を継続できる」だけの所得を得られる就業先を見つけられるように

することが，法曹の安定的な養成と質の維持のために必要である。 
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６５・６６期会員に対するアンケート調査　単純集計結果

実施期間：２０１４年（平成２６年）７月３１日（木）～８月２９日（金）

対象：本年７月時点の現新６５期会員・６６期会員 実施方法：郵送

送付数（郵送物未着分を除く）：３６１８名 有効回答数：９９０　（回収率：２７．４％）

★御 答者御自身 お尋ね ます★御回答者御自身についてお尋ねします。

(1) 修習期

回答数 ％

現行６５期 23 2.3

新６５期 511 51.6

６６期 455 46.0

無回答 1 0.1

現行６５

期
2.3%

新６５期
51.6%

６６期
46.0%

無回答
0.1%

合計 990 100.0

(2) 司法試験受験資格（新修習の場合）

回答数 ％

法科大学院修了 960 99.3

予備試験合格 7 0 7

新６５期
51.6%

予備試験

合格
0.7%

予備試験合格 7 0.7

合計 967 100.0

(3) 実務修習地

回答数 ％ 回答数 ％

東京 157 15.9 岡山 23 2.3

立川 10 1 0 鳥取 4 0 4

法科大学

院修了
99.3%

合格
0.7%

立川 10 1.0 鳥取 4 0.4

横浜 45 4.5 松江 6 0.6

さいたま 32 3.2 福岡 28 2.8

千葉 38 3.8 佐賀 5 0.5

水戸 12 1.2 長崎 16 1.6

宇都宮 9 0.9 大分 13 1.3

前橋 13 1.3 熊本 22 2.2

静岡 14 1 4 鹿児島 10 1 0静岡 14 1.4 鹿児島 10 1.0

甲府 7 0.7 宮崎 7 0.7

長野 11 1.1 那覇 9 0.9

新潟 6 0.6 仙台 19 1.9

大阪 110 11.1 福島 7 0.7

京都 29 2.9 山形 4 0.4

神戸 28 2.8 盛岡 9 0.9

奈良 11 1 1 秋田 7 0 7奈良 11 1.1 秋田 7 0.7

大津 10 1.0 青森 7 0.7

和歌山 9 0.9 札幌 27 2.7

名古屋 39 3.9 函館 6 0.6

津 14 1.4 旭川 7 0.7

岐阜 9 0.9 釧路 4 0.4

福井 5 0.5 高松 8 0.8

金沢 9 0 9 徳島 11 1 1金沢 9 0.9 徳島 11 1.1

富山 5 0.5 高知 7 0.7

広島 33 3.3 松山 9 0.9

山口 12 1.2 無回答 38 3.8

合計 990 100.0
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(4) 所属弁護士会

回答数 ％ 回答数 ％

東京 166 16.8 岡山 17 1.7

第一東京 82 8.3 鳥取県 5 0.5

第二東京 107 10.8 島根県 4 0.4

横浜 49 4 9 福岡県 39 3 9横浜 49 4.9 福岡県 39 3.9

埼玉 23 2.3 佐賀県 3 0.3

千葉県 24 2.4 長崎県 11 1.1

茨城県 10 1.0 大分県 6 0.6

栃木県 3 0.3 熊本県 16 1.6

群馬 8 0.8 鹿児島県 6 0.6

静岡県 18 1.8 宮崎県 5 0.5

山梨県 3 0.3 沖縄 2 0.2

長野県 7 0.7 仙台 12 1.2

新潟県 7 0.7 福島県 9 0.9

大阪 99 10.0 山形県 3 0.3

京都 28 2.8 岩手 3 0.3

兵庫県 25 2.5 秋田 3 0.3

奈良 3 0 3 青森県 8 0 8奈良 3 0.3 青森県 8 0.8

滋賀 3 0.3 札幌 27 2.7

和歌山 5 0.5 函館 2 0.2

愛知県 39 3.9 旭川 5 0.5

三重 10 1.0 釧路 2 0.2

岐阜県 9 0.9 香川県 9 0.9

福井 4 0.4 徳島 3 0.3福井 徳島

金沢 9 0.9 高知 2 0.2

富山県 6 0.6 愛媛 4 0.4

広島 18 1.8 無回答 14 1.4

山口県 5 0.5 合計 990 100.0

※弁護士会 地域規模別 無回答※弁護士会　地域規模別

回答数 ％

東京三会 355 35.9

大阪・愛知県 138 13.9

高裁所在地（東京三会・
大阪・愛知県を除く）

105 10.6

非高裁所在地 378 38.2

東京三会
35.9%

高裁所在

非高裁所

在地
38.2%

無回答
1.4%

非高裁所在地 378 38.2

無回答 14 1.4

合計 990 100.0

東京三会
35.9%

大阪・愛

知県
13.9%

高裁所在

地（東京

三会・大

阪・愛知

県を除く）
10.6%

非高裁所

在地
38.2%
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(5)　性別

回答数 ％

男性 706 71.3

女性 277 28.0

無回答 7 0.7

合計 男性

女性
28.0%

無回答
0.7%

合計 990 100.0

(6)　年齢

回答数 ％

３０歳以下 587 59.3

３１～３５歳 225 22.7

３６ ４０歳 92 9 3

男性
71.3%

59.3 

40

50 

60 

70 

３６～４０歳 92 9.3

４１～４５歳 53 5.4

４６～５０歳 16 1.6

５１歳以上 16 1.6

無回答 1 0.1

合計 990 100.0

22.7 

9.3 
5.4 

1.6  1.6  0.1 
0 

10 

20 

30 

40 

50 

60 

(7) 社会人経験の有無

回答数 ％

ある 209 21.1

ない 778 78.6

0 

（％

ある
21.1%

無回答
0.3%

ない 778 78.6

無回答 3 0.3

合計 990 100.0

社会人経験の内訳　※

回答数

％
（回答数／
回答対象

ある
21.1%

ない
78.6%

無回答
0.3%

59.3 
60 

70 

（％

）
回答数

回答対象
者）

会社員 124 59.3

公務員 35 16.7

専門職 34 16.3

その他 25 12.0

無回答 4 1.9

59.3 

16.7  16.3 20 

30 

40 

50 

60 

70 

（％

）

無回答 4 1.9

合計 209 -

※複数の社会人経験がある回答者がいるため，
割合の合計は100％にならない。

16.7  16.3 
12.0 

1.9 

0 

10 

20 

30 

会社員 公務員 専門職 その他 無回答
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第１　新規登録時の就業状況について

問１　新規登録を行った時期を御回答ください。

回答数 ％

一斉登録日 708 71.5

一斉登録日から１ヶ月未満 139 14.0

一斉登録日１ヶ月後から３ヶ月未満 89 9.0

一斉登録日３ヶ月後から６ヶ月未満 46 4.6

一斉登録日６ヶ月後から９ヶ月未満 4 0.4

一斉登録日９ヶ月後から１年未満 1 0.1

一斉登録日から１年以降 3 0.3

合計 990 100.0

問２　（問１で2～7（一斉登録日より後）と回答された方のみ御回答ください。）一斉登録日に
登録しなかった理由として最も該当する番号１つに○を付けてください。

71.5 

14.0  9.0  4.6  0.4  0.1  0.3 
0    

20    

40    

60    

80    
（％）

回答数 ％
就職先は決まっていたが、一斉登録の審査日に間に合わ
なかったため

56 19.9

就職先は決まっていたが、入所（入社）予定日が一斉登録
日以降だったため

82 29.1

就職活動継続中のため 118 41.8

開業準備のため 7 2.5

その他 19 6.7

合計 282 100.0

一斉登録審査

日に間に合わ

なかった
19.9%

入所予定日が

一斉登録日以

降
29.1%

就職活動継

続中

41.8%

開業準備

2.5%

その他

6.7%
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回答数 ％

勤務弁護士 744 75.2

既存事務所の共同経営弁護士 38 3.8

事務所内独立採算弁護士 71 7.2

独立開業 40 4.0

日本司法支援センターのスタッフ弁護士 31 3.1

民間企業・団体への就職 57 5.8

公務員 2 0.2

その他 6 0.6

無回答 1 0.1

合計 990 100.0

問３　新規登録時の就業形態について，該当する番号１つに○を付けてください。

勤務弁護士

75.2%

共同経営弁

護士

3.8%

事務所内独立

採算弁護士

7.2%

独立開業

4.0%

スタッフ弁護士

3.1%

民間企業・団体

5.8%

公務員

0.2%

その他

0.6%

無回

答

0.1%

回答数 ％

同じである 863 87.2

違っている 124 12.5

無回答 3 0.3

合計 990 100.0

問４　問３で回答した就業形態は，新規登録前に希望していた就業形態と同じですか。

同じである

87.2%

違っている

12.5%

無回答

0.3%
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第２　現在の就業状況について

問５　新規登録時から現在までに就業形態・就業先を変更しましたか。

回答数 ％
就業先・就業形態ともに変更した 74 7.5
就業形態は変えず、就業先のみ変更した 39 3.9
就業先は変えず、就業形態のみ変更した 27 2.7
就業先・就業形態ともに変更していない 850 85.9
合計 990 100.0

回答数
％

（回答数／
回答対象

1やりたい仕事ができなかった 32 22.9
2  収入に満足できなかった 30 21.4
3  個人事件の受任が思うようにできなかった 26 18.6
4  先輩弁護士等による十分な指導が受けら
れなか た

39 27.9

問６　（問５で1～3（就業先または就業形態を変更した）と回答された方のみ御回答
ください。）就業先または就業形態の変更の理由について，該当する番号全てに○
を付けてください。（複数回答可）

就業先・就業

形態変更

7.5%
就業先のみ変

更

3.9%
就業形態のみ

変更

2.7%
就業先・就

業形態とも

に変更なし
85.9%

れなかった
5  就業先の業務拡大・発展の見込みがな
かった

27 19.3

6  就業先における自分の将来性が感じられ
なかった

55 39.3

7  人間関係に問題があった 51 36.4
8  産休・育休がとれなかった 2 1.4
9  業務量の減少を理由に退職を求められた 3 2.1
10  雇用期間満了のため 6 4.3
11  独立できるだめの基盤ができた 8 5.7
12  他事務所からのオファーがあった 18 12.9
13  経営弁護士から共同経営者に誘われた 9 6.4
14  その他 50 35.7
無回答 3 －
合計 140 －

22.9 21.4 
18.6 

27.9 

19.3 

39.3 36.4 

1.4  2.1  4.3  5.7 

12.9 
6.4 

35.7 

0 
5 
10 
15 
20 
25 
30 
35 
40 
45 （％）
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回答数 ％
勤務弁護士 702 70.9
既存事務所の共同経営弁護士 53 5.4
事務所内独立採算弁護士 68 6.9
独立開業 61 6.2
日本司法支援センターのスタッフ弁護士 32 3.2
民間企業・団体への就職 62 6.3
公務員 2 0.2
その他 6 0.6
無回答 4 0.4
合計 990 100.0

問 （問 で （勤務弁護士 既存事務所の共同経営弁護士 事務所内独立採

問７　現在の就業形態について，該当する番号１つに○を付けてください。

勤務弁護士

70.9%

既存事務所の

共同経営弁護

士
5.4%

事務所内独立

採算弁護士

6.9%

独立開業

6.2%

日本司法支援

センターのス

タッフ弁護士
3.2%

民間企業・

団体への就

職
6.3%

公務員

0.2%

その他

0.6%

無回答

0.4%

回答数 ％
１人 55 6.2
２人 154 17.4
３人～５人 324 36.7
６人～１０人 166 18.8
１１人～２０人 79 8.9
２１人～３０人 25 2.8
３１人～５０人 19 2.1
５１人～１００人 14 1.6
１０１人以上 48 5.4
合計 884 100.0

問８　（問７で1～4（勤務弁護士・既存事務所の共同経営弁護士・事務所内独立採
算弁護士・独立開業）と回答された方のみ御回答ください。）事務所に在籍する弁護
士の人数について，該当する番号１つに○を付けてください。

5.4%

１人

6.2%

２人

17.4%

３人～５人

36.7%

６人～１０人

18.8%

１１人～２０人

8.9%

２１人～

３０人

2.8%

３１人

～５０

人
2.1%

５１人～１０

０人

1.6%

１０１

人以

上
5.4%
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回答数 ％
固定給のみ 480 58.2
固定給＋歩合制 186 22.5
完全歩合制 36 4.4
最低所得保障のみ 15 1.8
最低所得保障＋歩合 19 2.3
金銭支払いはない 41 5.0
その他 12 1.5
無回答 36 4.4
合計 825 100.0

問１０　（問９で1～2（固定給のみ・固定給＋歩合制）と回答された方のみ御回答くだ
さ ）事務所から支払われる固定給 額（年額）を御回答くださ

問９　（問７で1～3（勤務弁護士・既存事務所の共同経営弁護士・事務所内独立採
算弁護士）と回答された方のみ御回答ください。）所属先からの金銭支払いの形態
について，該当する番号１つに○を付けてください。

固定給の

み

58.2%

固定給＋歩合

制

22.5%

完全歩

合制

4.4%

最低所

得保障

のみ
1.8%

最低所得保障

＋歩合

2.3%

金銭支

払いは

ない
5.0%

その他

1.5%

無回答

4.4%

回答数 ％
２００万円未満 9 1.3
２００万円～３００万円未満 21 3.1
３００万円～４００万円未満 116 17.4
４００万円～５００万円未満 205 30.7
５００万円～６００万円未満 148 22.2
６００万円～７００万円未満 79 11.8
７００万円～８００万円未満 37 5.5
８００万円～９００万円未満 10 1.5
９００万円～１０００万円未満 13 1.9
１０００万円以上 22 3.3
無回答 7 1.0
合計 667 100.0

さい。）事務所から支払われる固定給の額（年額）を御回答ください。

1.3 3.1

17.4

30.7

22.2

11.8

5.5
1.5 1.9 3.3

0 
5 
10 
15 
20 
25 
30 
35 （％）
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回答数 ％
２００万円未満 71 7.2
２００万円～３００万円未満 85 8.6
３００万円～４００万円未満 151 15.3
４００万円～５００万円未満 217 21.9
５００万円～６００万円未満 186 18.8
６００万円～７００万円未満 125 12.6
７００万円～８００万円未満 64 6.5
８００万円～９００万円未満 30 3.0
９００万円～１０００万円未満 13 1.3
１０００万円以上 38 3.8
無回答 10 1.0
合計 990 100.0

問１１　（全員御回答ください。）２０１４年（１月～１２月）の年額所得（収入－経費）
（見込み）について，該当する番号１つに○を付けてください。

7.2
8.6

15.3

21.9

18.8

12.6

6.5

3.0
1.3

3.8

0 

5 

10 

15 

20 

25 （％）

回答数 ％
週４０時間未満 40 4.0
週４０時間以上５０時間未満 220 22.2
週５０時間以上６０時間未満 332 33.5
週６０時間以上７０時間未満 205 20.7
週７０時間以上８０時間未満 113 11.4
週８０時間以上 76 7.7
無回答 4 0.4
合計 990 100.0

問１２　最近３ヶ月の週当たりの平均労働時間について，該当する番号１つに○を付
けてください。

4.0

22.2

33.5

20.7

11.4
7.7

0.4 
0 

5 

10 

15 

20 

25 

30 

35 

40 （％）
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第３　ＯＪＴ・事件相談について

回答数 ％
ある 837 84.5
ない 149 15.1
無回答 4 0.4
合計 990 100.0

回答数 ％
いる 955 96.5
いない 30 3.0
無回答 5 0.5
合計 990 100

回答数

％
（回答数／
回答対象

者）
837 87 6

問１３　業務を行うに当たって，日常的に事件処理の指導を受ける機会がありますか。（例：先輩弁護士と事件を共同
受任するなど）

問１４　事件処理等に迷ったときに相談する相手がいますか。

1 同じ事務所の弁護士に相談

問１５　（問１４で「1　いる」と回答された方のみ御回答ください。）相談相手及び相談方法として該当する番号全てに
○を付けてください。（複数回答可）

ある

84.5%

ない

15.1%

無回

答

0.4%

いる

96.5%

いな

い

3.0%

無回

答

0.5%

837 87.6
508 53.2

75 7.9

61 6.4

30 3.1
32 3.4

346 36.2
78 8.2
17 1.8

955

 7  弁護士会内の先輩弁護士に相談
 8  その他
無回答
合計

 1  同じ事務所の弁護士に相談
 2  法科大学院・司法研修所同期の弁護
士等に相談
 3  弁護士会や委員会で設置されている
新人サポート用等のメーリングリストへの
投稿 4  各弁護士会が提供している指導担当
弁護士制度等の利用

 5  司法研修所の教官に相談
 6  法科大学院の教員に相談

87.6

53.2

7.9 6.4 3.1 3.4

36.2

8.2
1.8 

0

20

40

60

80

100（％）
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１番目 ２番目 ３番目 無回答

706 71.3 110 220 347 29
930 93.9 669 178 35 48
791 79.9 84 407 266 34

262 26.5 31 60 157 14

10 1.0 10 0 0 0
35 3.5 10 6 18 1
30 3.0

990 -

問１６　OJTや事件処理の相談が必要だと思うのはどのようなときですか。該当する番号を３つ選び，（　　）内に順位
を付けてください。（複数回答可）

 1  裁判所の手続に不安があるとき
 2  事件処理の方針の判断に迷ったとき
 3  依頼者対応に迷ったとき
 4  利益相反かどうかの判断等弁護士職
務基本規定との抵触が疑われるとき

回答数内訳

回答数

％
（回答数／
回答対象

者）

 5  必要であると思ったことはない

無回答
合計

 6  その他

110

669

84

31

10

10

220

178

407

60

0

6

347

35

266

157

0

18

0 200 400 600 800 1000

1  裁判所の手続に不安

2  事件処理の方針の判断で…

3  依頼者対応に迷った

4  弁護士職務基本規定との…

5  必要であると思ったことはない

6  その他

１番目 ２番目 ３番目 無回答

（回答

数）

回答数

％
（回答数／
回答対象

者）
146 14.7
148 14.9
99 10.0

78 7.9

562 56.8
28 2.8
66 6.7

990 -

問１７　今までにOJTや事件処理の相談ができなかったことによって困ったことがありますか。困ったケースとして該
当する番号全てに○を付けてください。（複数回答可）

 5  特に困ったことはない
 6  その他

 1  裁判所の手続に不備があった
 2  事件処理が不安で受任を回避した
 3  事件処理を巡って依頼者や相手方とト
ラブルになった

 4  職場外の相談相手には，守秘義務と
の関係で抽象的な相談しかできなかった

無回答
合計

１番目 ２番目 ３番目 無回答

14.7

14.9

10.0

7.9

56.8

2.8
6.7

0 10 20 30 40 50 60

1  裁判所の手続に不備

2  事件処理が不安で受任回避

3  依頼者や相手方とトラブル

4  守秘義務との関係で抽象的

5  特に困ったことはない

6  その他

無回答

（％）
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回答数

％
（回答数／
回答対象

者）

680 68.7

282 28.5

293 29.6

284 28.7

323 32.6

22 2.2

58 5.9

990 -

無回答

合計

問１８　OJTや事件処理の相談の機会を得るために，どのような制度があるとよいと思います
か。現在ある制度の中で有益であると思うものも含め，該当する番号全てに○をつけてくださ
い。（複数回答可）

 1  先輩弁護士と事件を共同受任して処理
する

 2  各弁護士会で指導担当弁護士制度を
提供する

 3  弁護士研修として一定期間受け入れる
事務所がある

 4  新人弁護士用等のメーリングリストを
各弁護士会や委員会で設置する

 5  弁護士会の法律相談を２人一組での
対応とし，新人と先輩弁護士を組み合わ
せる

 6  その他

68.7

28.5

29.6

28.7

32.6

2.2

5.9

0 20 40 60 80

1  先輩弁護士との共同受任

2  指導担当弁護士制度

3  研修として一定期間受け入れる事務所

4  新人弁護士用等のML設置

5  法律相談で新人と先輩弁護士を組み合わせる

6  その他

無回答

（％）
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第４　継続研修について

回答数 ％

受講したことがある 739 74.6

受講したことはない 251 25.4

合計 990 100.0

回答数
％

（回答数／回答
対象者）

566 76.6

367 49.7

101 13.7

2 0.3

54 7.3

5 0 7

 5  その他

無回答

問１９　登録後から現在までに，業務に関する研修（義務研修を除く。また，eラーニングを含む。）を受講したこと
がありますか。

問２０　（問１９で1（受講したことがある）と答えた方のみ御回答ください。）受講したことがある研修の種類につ
いて，該当する番号全てに○を付けてください。（複数回答可）

 1  日弁連・弁護士会の研修講座（ライブ研修）

 2  日弁連・弁護士会の研修講座（eラーニング）

 4  法科大学院の継続研修用講座

 3  事務所内の研修システム

受講した

ことがあ

る
74.6%

受講した

ことはな

い
25.4%

5 0.7

739合計

無回答

76.6 

49.7 

13.7 

0.3 

7.3 

0.7 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

1  日弁連・弁護士会のライブ研修

2  日弁連・弁護士会のeラーニング

3  事務所内の研修システム

4  法科大学院の継続研修用講座

5  その他

無回答

（％）
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回答数
％

（回答数／
回答対象者）

556 75.2

208 28.1

634 85.8

217 29.4

28 3.8

2 0.3

739

問２１　（問１９で1（受講したことがある）と答えた方のみ御回答ください。）研修を受講した理由として，該当する
番号全てに○を付けてください。（複数回答可）

問 （問 （受講した とはな ）と答えた方のみ御回答くださ ）研修を受講した とがな 理由とし

 5  その他

無回答

合計

 1  興味のある分野だから

 2  新制度・法改正等への対応が必要だから

 3  業務に役に立つから

 4  専門分野を持ちたいから

75.2 

28.1 

85.8 

29.4 

3.8 

0.3 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

1  興味のある分野

2  新制度・法改正等への対応

3  業務に役に立つ

4  専門分野を持ちたい

5  その他

無回答

（％）

回答数
％

（回答数／
回答対象者）

42 16.7

168 66.9

33 13.1

37 14.7

1 0.4

251

問２２　（問１９で2（受講したことはない）と答えた方のみ御回答ください。）研修を受講したことがない理由とし
て，該当する番号全てに○を付けてください。（複数回答可）

 4  その他

無回答

合計

 2  研修を受ける時間がない

 3  自身の業務にあまり役に立つと思えないから

 1  受けたい研修がない

16.7 

66.9 

13.1 

14.7 

0.4 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

1  受けたい研修がない

2  研修を受ける時間がない

3  業務に役に立つと思えない

4  その他

無回答

（％）
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回答数 ％

参加している 822 83.0

参加していない 167 16.9

無回答 1 0.1

合計 990 100.0

回答数
％

（回答数／
回答対象者）

478 58.2

498 60.6

407 49.5

225 27.4

59 7.2

2 0.2

822 100.0

無回答

問２４　（問２３で1（参加している）と答えた方のみ御回答ください。）参加している理由として，該当する番号全て
に○を付けてください。（複数回答可）

合計

 2  他の弁護士との交流ができるから

 3  公益活動義務の一環として必要だから

 4  実務に役に立つから

 5  その他

問２３　現在，日弁連・弁護士会の会務・委員会活動に参加していますか。

 1  興味のある分野だから

参加し

ている

83.0%

参加して

いない

16.9%

無回答

0.1%

0 10 20 30 40 50 60 70（％）

58.2 

60.6 

49.5 

27.4 

7.2 

0.2 

0 10 20 30 40 50 60 70

1  興味のある分野

2  他の弁護士との交流

3  公益活動義務の一環

4  実務に役に立つ

5  その他

無回答

（％）
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回答数
％

（回答数／
回答対象者）

116 69.5

41 24.6

28 16.8

5 3.0

12 7.2

14 8.4

37 22.2

1 0.6

167

問２４　（問２３で2（参加していない）と答えた方のみ御回答ください。）参加していない理由として，該当する番号
全てに○を付けてください。

無回答

合計

 1  時間がないから

 2  興味・関心がないから

 3  就業先の理解が得られないから

 4  希望する委員会の人気が高く，競争が激しい
ため入れないから

 5  委員会で他の弁護士と交流する必要を感じな
いから

 6  実務に役立つと思えないから

 7  その他

69.5

24.6

16.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80

1  時間がない

2  興味・関心がない

3  就業先の理解が得られない

4 希望する委員会の人気が高く競争が激しい

（％）

16.8

3.0

7.2

8.4

22.2

3  就業先の理解が得られない

4  希望する委員会の人気が高く競争が激しい

5  委員会で交流する必要を感じない

6  実務に役立つと思えない

7  その他
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第５　法科大学院等の奨学金債務・司法修習時の貸与金債務について

回答数 ％

負担している 504 50.9

負担していない 483 48.8

無回答 3 .3

合計 990 100.0

回答数 ％

１００万円未満 16 3.2

１００万円以上２００万円未満 95 18.8

２００万円以上３００万円未満 103 20.4

３００万円以上４００万円未満 83 16.5

４００万円以上５００万円未満 37 7.3

５００万円以上 168 33.3

無回答 2 0.4

合計 504

問２６　学部・法科大学院の学費のための奨学金（学資ローン含む）の債務を負担していますか。

問２７　（問２６で1（負担している）と答えた方のみ御回答ください。）奨学金債務（自身が負担
した額）の総額として，該当する番号１つに○を付けてください。

負担

してい

る
50.9%

負担

してい

ない
48.8%

無回

答

0.3%

A．返済終了予定

回答数 ％

返済中・今後返済予定 373 74.0

すでに返済が終わっている 26 5.2

無回答 105 20.8

合計 504 100.0

3.2 

18.8  20.4 
16.5 

7.3 

33.3 

0.4 
0.0 

10.0 

20.0 

30.0 

40.0 

返済

中・今

後返済

予定…

すでに

返済が

終わっ

てい…

無回答

20.8%
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■返済終了までの期間

回答数 ％

５年以内 30 8.0

１０年以内 73 19.6

１５年以内 57 15.3

２０年以内 95 25.5

２５年以内 17 4.6

３０年以内 12 3.2

無回答 89 23.9

合計 373 100.0

B．毎月の返済額

回答数 ％

５年以内

8.0%

１０年以内

19.6%

１５年以内

15.3%２０年以内

25.5%

２５年以内

4.6%

３０年以内

3.2%

無回答

23.9%

１万円未満 16 3.2

１万円以上２万円未満 145 28.9

２万円以上３万円未満 73 14.6

３万円以上４万円未満 83 16.6

４万円以上５万円未満 25 5.0

５万円以上６万円未満 32 6.4

６万円以上 21 4.2

無回答 106 21.2

合計 501 100.0

3.2

28.9

14.6
16.6

5.0 6.4
4.2

21.2

0 

5 

10 

15 

20 

25 

30 

35  （％）
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問２９　司法修習時に修習資金の貸与を受けていましたか。

回答数 ％

貸与を受けていた 816 82.4

貸与を受けていなかった 168 17.0

無回答 6 0.6

合計 990 100.0

回答数 ％

月額１８万円（※総額２３４万円） 58 7.1

月額２３万円（※総額２９９万円） 472 57.7

月額２５．５万円（※総額３３１．５
万円）

212 25.9

月額２８万円（※総額３６４万円） 50 6.1

上記以外 20 2.4

無回答 6 0.7

合計 818 100.0

問３０　（問２９で1（貸与を受けていた）と答えた方のみ御回答ください。）貸与金の総額（※）として該当す
る番号１つに○を付けてください。

※調査票に記載していた金額のう
ち，総額を誤って記載していたた
め，「上記以外」を選択し，実際の
基準額を記載していた回答につい
ては，再分類を行った。（左記の表
は訂正された金額を記載してい
る。）

貸与を

受けてい

た
82.4%

貸与を

受けてい

なかった
17.0%

無回答

0.6%

合計 818 100.0

月額１８万円

7.1%

月額２３万円

57.7%

月額２５．５

万円

25.9%

月額２８万円

6.1%

上記以外

2.4%

無回答

0.7%
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第６　法曹を目指していたときに抱いていた将来像と今後の展望について

１番目 ２番目 ３番目 無回答

552 55.8 186 170 163 33

410 41.4 189 99 96 26

563 56.9 171 220 142 30

 4  専門職の資格をもって仕事ができる 650 65.7 279 186 152 33

284 28.7 38 94 137 15

84 8.5 8 23 45 8

242 24.4 23 93 115 11

44 4.4 30 5 6 3

6 .6

990 100.0

回答数
％

（回答数／回
答対象者）

回答数内訳

 8  その他

 7  自分の労働時間を管理できる

 6  男性も女性も平等に仕事ができる

無回答

合計

 1  他から干渉されずに自由で独立した仕
事ができる

 2  社会的弱者や少数者のために仕事が
できる

 3  社会的責任のある仕事ができる

 5  経済的に恵まれている

問３１　法曹を目指した理由・動機として，該当するものの上位３つを選び，（　）内に順位を付けてください。（複数回答
可）

186

189

170

99

163

96

0 100 200 300 400 500 600 700

1  干渉されずに自由で独立した仕事

2  社会的弱者や少数者のために

（回答数）

171

279

38

8

23

30

220

186

94

23

93

5

142

152

137

45

115

6

3  社会的責任のある仕事

4  専門職の資格をもって仕事

5  経済的に恵まれている

6  男女平等に仕事

7  自分の労働時間を管理

8  その他

１番目

２番目

３番目

無回答
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回答数 ％

613 61.9

175 17.7

21 2.1

22 2.2

26 2.6

30 3.0

10 1.0

26 2.6

10 1.0

5 .5

50 5.1

2 .2

990 100.0

1 一般民事事件中心の市民弁護士

2 企業法務中心のビジネスローヤー

問３２　弁護士登録前に，どのような法曹になりたいと思っていましたか。最も該当するもの１つに○を付けてください。

9 官庁・地方公共団体内の公務員弁護士

10 国際機関で働く弁護士

その他

無回答

合計

3 国際取引を扱う渉外弁護士

4 労働事件を多数扱う労働弁護士

5 知的財産権を扱う知財専門弁護士

6 刑事事件を多数扱う刑事弁護士

7 行政事件を多数扱う弁護士

8 企業内弁護士

61.9 
17.7 

2.1 
2.2 
2.6 
3.0 

0 10 20 30 40 50 60 70

1 一般民事事件中心
2 ビジネスローヤー

3 渉外弁護士
4 労働弁護士

5 知財専門弁護士
6 刑事弁護士

7 行政事件を多数扱う

回答数 ％

269 27.2

78 7.9

83 8.4

545 55.1

15 1.5

990 100.0

問３３　今後数年以内に，就業先及び就業形態を変更したいと考えていますか。該当する番号１つに○を付けてくださ
い。

就業先は変えず，就業形態の
み変更したい

現状のままでよい

無回答

合計

就業先・就業形態ともに変更し
たい

就業形態は変えず，就業先の
み変更したい

2.6 
3.0 

1.0 
2.6 

1.0 
0.5 

5.1 
0.2 

5 知財専門弁護士
6 刑事弁護士

7 行政事件を多数扱う
8 企業内弁護士
9 公務員弁護士

10 国際機関で働く
その他
無回答

就業先・

就業形態

ともに変

更したい

27.2%

就業先

のみ変

更した

い

7.9%

就業形態

のみ変更

したい
8.4%

現状のま

までよい

55.1%

無回答

1.5%
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回答数
％

（回答数／回
答対象者）

177 41.2
164 38.1
97 22.6

82 19.1

135 31.4

65 15.1

50 11.6

37 8.6
1 0.2

44 10.2
81 18.8

63 14.7
7 1.6

430 100.0

 1  やりたい仕事ができるようにしたい
 2  収入に満足できていない

 3  個人事件の受任を思うようにできるよう
にしたい

 4  就業先の業務拡大・発展の見込みがな
い
 5  現在の就業先における自分の将来性が
感じられない
 6  先輩弁護士による十分な指導を受けた
い

合計

 7  現在の就業先において人間関係に問題
がある

 8  産休，育休が取れるようにしたい
 9  業務量の減少を理由に退職を求められ
ている

 11  独立のための準備が整うと考えられる

 12  その他
無回答

問３４　（問３３で1～3（就業先または就業形態を変更したい）と答えた方のみ御回答ください。）変更したい理由につい
て，該当するもの全てに○をつけてください。

 10  雇用期間満了のため

41.2 
38.1 

22.6 
19.1 

31.4 

15 1
18.8 

14 720
25 
30 
35 
40 
45 

問３５　今までに弁護士登録の取消を考えたことがありますか。

回答数 ％

177 17.9

782 79.0

31 3.1

990 100.0合計

無回答

考えたことがある

考えたことはない

22.6 
19.1 

15.1 
11.6 

8.6 

0.2 

10.2 

18.8 
14.7 

1.6 

0 
5 
10 
15 
20 
25 
30 

（％）

考えたこ

とがある

17.9%

考えたこ

とはない

79.0%

無回答

3.1%
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回答数

％
（回答数／
回答対象

者）
78 44.1

57 32.2

36 20.3

92 52.0

23 13.0

3 1.7

77 43.5

8 4.5

15 8.5

45 25.4

1 0.6

177 -

 4  会費負担が重い

 5  会務負担が重い

合計

 8  留学を考えた

 9  出産・育児のため

10  その他

 1  収入が不安定

 6  任官を考えた

 2  時間にゆとりがない

 3  体力の限界

 7  法曹以外への転職を考えた

無回答

問３６　（問３５で1（ある）と答えた方のみ御回答ください。）登録取消を考えた理由について，該当するもの全てに○を
付けてください。

44.1 
32.2 

20.3 

52 0

0 10 20 30 40 50 60

1  収入が不安定

2  時間にゆとりがない
3  体力の限界

4 会費負担が重い

（％）

■主な回答（括弧内は同趣旨の回答の数）　　※回答数138

転職が困難・登録取消後の進路が決まっていない（23），心境の変化（周囲の人に相談して思いとどまった，もう少しが
んばろうと思った　ほか）(17)，登録してからまだ時間が経っていないから(15)，現在も検討中(11)，就業環境の変化
(9)，借金返済のため(9)

問３７　（問３５で1（ある）と答えた方のみ御回答ください。）取消を思いとどまった理由について御記入ください。

32.2 

20.3 

52.0 
13.0 

1.7 
43.5 

4.5 

8.5 
25.4 

0.6 

2  時間にゆとりがない
3  体力の限界

4  会費負担が重い

5  会務負担が重い
6  任官を考えた

7  法曹以外への転職を考えた
8  留学を考えた

9  出産・育児のため

10  その他
無回答
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回答数 ％
21 11.8

20 11.2

46 25.8

29 16.3

21 11.8

10 5.6

6 3.4

9 5.1

15 8.4

178 100.0

問３８　（問３５で1（ある）と答えた方のみ御回答ください。）今後，どの程度の年額所得（収入－経費）があ
れば業務を継続できると思いますか。該当する番号１つに○を付けてください。

８００万円以上９００万円未満

９００万円以上１０００万円未満

１０００万円以上

３００万円以上４００万円未満

４００万円以上５００万円未満

５００万円以上６００万円未満

６００万円以上７００万円未満

７００万円以上８００万円未満

無回答

合計

問３９　（全員御回答ください。）業務に活かすために，これまで以下のような取組を行ってきましたか。該当する番号全
てに○を付けてください。

11.8 11.2

25.8

16.3
11.8

5.6 3.4 5.1
8.4

0 
5 
10 
15 
20 
25 
30 

（％）

回答数
％

（回答数／回
答対象者）

617 62.3

402 40.6

216 21.8

367 37.1

82 8.3

142 14.3

33 3.3

18 1.8

990 -

無回答

合計

 1  専門法の勉強

 2  特定業種の専門知識の勉強

 3  語学の勉強

 4  他士業との交流

 5  他資格の取得

 6  特に行っていない

 7  その他

62.3

40.6

21.8

37.1

8.3

14.3

3.3

1.8

0 10 20 30 40 50 60 70

1  専門法の勉強

2  特定業種の専門知識の勉強

3  語学の勉強

4  他士業との交流

5  他資格の取得

6  特に行っていない

7  その他

無回答

（％）
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65期・66期会員に対するアンケート調査（日本弁護士連合会） 

 

実施期間：２０１４年（平成２６年）７月３１日（木）～８月２９日（金） 

対象：現新65期全会員・66期全会員 

 

 

 

 

 

 

●本調査の結果は，回答者が特定されない形で集計・分析を行い，公表することを予定し

ています。また，内閣官房法曹養成制度改革推進室が実施している法曹人口調査の分析の

ため，同推進室へ提供する予定です。 
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1 

★御回答者御自身についてお尋ねします。 

(1) 修習期（１つに○）       ①現行65期  ②新65期  ③66期 

 

(2)  司法試験受験資格（１つに○）   ①法科大学院修了  ②予備試験合格 

 

(3)  実務修習地  （              ） 

 

(4) 所属弁護士会   （              ）弁護士会 

 

(5) 性別（１つに○）   ①男性  ②女性 

 

(6) 現在の年齢（１つに○） 

   ①30歳以下 ②31～35歳 ③36～40歳  ④41～45歳  ⑤46～50歳  ⑥51歳以上 

 

(7) 法曹になる以前の社会人経験の有無（常勤かつ通算３年以上の実務経験） 

      ①ある（職種：A. 会社員 B.公務員 C.専門職（具体的に：    ）D.その他（      ）） 

   ②ない 

 

★以下，特に指示がない場合は全員御回答ください。 

 

第１ 新規登録時の就業状況について 

問１ 新規登録を行った時期を御回答ください。 

 

問２ （問１で2～7（一斉登録日より後）と回答された方のみ御回答ください。）一斉登録日に登録し

なかった理由として最も該当する番号１つに○を付けてください。 

1 一斉登録日 →問３へ 

2 一斉登録日から１ヶ月未満 

3 一斉登録日１ヶ月後から３ヶ月未満 

4 一斉登録日３ヶ月後から６ヶ月未満 

5 一斉登録日６ヶ月後から９ヶ月未満 

6 一斉登録日９ヶ月後から１年未満 

7 一斉登録日から１年以降 

8 その他 

1 就職先は決まっていたが，一斉登録の審査日に間に合わなかったため 

2 就職先は決まっていたが，入所（入社）予定日が一斉登録日以降だったため 

3 就職活動継続中のため 

4 開業準備のため 

5 その他（                             ） 
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2 

問３ 新規登録時の就業形態について，該当する番号１つに○を付けてください。 

 

問４ 問３で回答した就業形態は，新規登録前に希望していた就業形態と同じですか。 

 

第２ 現在の就業状況について 

問５ 新規登録時から現在までに就業形態，就業先を変更しましたか。 

 

問６ （問５で1～3（就業先または就業形態を変更した）と回答された方のみ御回答ください。)就業

先または就業形態の変更の理由について，該当する番号全てに○を付けてください。（複数回答可） 

1 勤務弁護士（個人受任事件の収入から一部を事務所へ納める場合を含む） 

2 既存事務所の共同経営弁護士（事務所経費の全部又は一部を負担している者。） 

3 事務所内独立採算弁護士（いわゆる「ノキ弁」） 

4 独立開業（複数名での開業を含む） 

5 日本司法支援センターのスタッフ弁護士 

6 民間企業・団体への就職 

7 公務員 

8 その他（                            ） 

1 同じである 

2 違っている 

1 就業先・就業形態ともに変更した 

2 就業形態は変えず，就業先のみ変更した 

3 就業先は変えず，就業形態のみ変更した 

4 就業先・就業形態ともに変更していない  →問７へ 

1 やりたい仕事ができなかった 

2 収入に満足できなかった 

3 個人事件の受任が思うようにできなかった 

4 先輩弁護士等による十分な指導が受けられなかった 

5 就業先の業務拡大，発展の見込みがなかった  

6 就業先における自分の将来性が感じられなかった 

7 人間関係に問題があった 

8 産休，育休がとれなかった 

9 業務量の減少を理由に退職を求められた 

10 雇用期間満了のため 

11 独立できるだけの基盤ができた 

12 他事務所からオファーがあった 

13 経営弁護士から共同経営者に誘われた 

14 その他（                ） 
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3 

問７ 現在の就業形態について，該当する番号１つに○を付けてください。 

 

問８ （問７で1～4と回答された方のみ御回答ください。）事務所に在籍する弁護士の人数について，

該当する番号１つに○を付けてください。 

 

問９ （問７で1～3と回答された方のみ御回答ください。）所属先からの金銭支払いの形態について，

該当する番号１つに○を付けてください。 

 

1 勤務弁護士（個人受任事件の収入から一部を事務所へ納める場合を含む） 

2 既存事務所の共同経営弁護士（事務所経費の全部又は一部を負担している場合） 

3 事務所内独立採算弁護士（いわゆる「ノキ弁」） 

4 独立開業（複数名での開業を含む） 

5 日本司法支援センターのスタッフ弁護士 

6 民間企業・団体への就職 

7 公務員 

8 その他（                            ） 

1 １人 

2 ２人 

3 ３人～５人 

4 ６人～１０人 

5 １１人～２０人 

6 ２１人～３０人 

7 ３１人～５０人 

8 ５１人～１００人 

9 １０１人以上 

1 固定給のみ 

2 固定給＋歩合制 

3 完全歩合制 

4 最低所得保障のみ 

5 最低所得保障＋歩合 

6 金銭支払いはない 

7 その他（                       ） 
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問１０ (問９で1～2と回答された方のみご回答ください）事務所から支払われる固定給の額（年額）

をご回答ください。 

 

問１１  （全員御回答ください。）２０１４年（１月～１２月）の年額所得（収入－経費）（見込み）に

ついて，該当する番号１つに○を付けてください。 

 

問１２ 最近３ヶ月の週あたりの平均労働時間について，該当する番号１つに○を付けてください。 

 

1 ２００万円未満 

2 ２００万円～３００万円未満 

3 ３００万円～４００万円未満 

4 ４００万円～５００万円未満 

5 ５００万円～６００万円未満 

6 ６００万円～７００万円未満 

7 ７００万円～８００万円未満 

8 ８００万円～９００万円未満 

9 ９００万円～１０００万円未満 

10 １０００万円以上 

1 ２００万円未満 

2 ２００万円～３００万円未満 

3 ３００万円～４００万円未満 

4 ４００万円～５００万円未満 

5 ５００万円～６００万円未満 

6 ６００万円～７００万円未満 

7 ７００万円～８００万円未満 

8 ８００万円～９００万円未満 

9 ９００万円～１０００万円未満 

10 １０００万円以上 

1 週４０時間未満 

2 週４０時間以上５０時間未満 

3 週５０時間以上６０時間未満 

4 週６０時間以上７０時間未満 

5 週７０時間以上８０時間未満 

6 週８０時間以上 
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第３ ＯＪＴ・事件相談について 

問１３ 業務を行うに当たって，日常的に事件処理の指導を受ける機会がありますか（例：先輩弁護士

と事件を共同受任するなど）。 

問１４ 事件処理等に迷ったときに相談する相手がいますか。 

問１５ （問１４で「1 いる」と回答された方のみ御回答ください。）相談相手及び相談方法として該

当する番号全てに○を付けてください。（複数回答可） 

問１６ ＯＪＴや事件処理の相談が必要だと思うのはどのようなときですか。該当する番号を３つ選び，

（ ）内に順位を付けてください。 

1 ある 

2 ない 

1 いる 

2 いない →問１６へ 

1 同じ事務所の弁護士に相談 

2 法科大学院，司法研修所同期の弁護士等に相談 

3 弁護士会や委員会で設置されている新人サポート用等のメーリングリストへの投稿 

4 各弁護士会が提供している指導担当弁護士制度等の利用 

5 司法研修所の教官に相談 

6 法科大学院の教員に相談 

7 弁護士会内の先輩弁護士に相談 

8 その他（                ）  

1 裁判所の手続に不安があるとき（  ） 

2 事件処理の方針の判断に迷ったとき（  ） 

3 依頼者対応に迷ったとき（  ） 

4 利益相反かどうかの判断等弁護士職務基本規定との抵触が疑われるとき（ ） 

5 必要であると思ったことはない（  ） 

6 その他（                    ）（  ） 
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問１７ 今までにＯＪＴや事件処理の相談ができなかったことによって困ったことがありますか。困っ

たケースとして該当する番号全てに○を付けてください。  

 

問１８ ＯＪＴや事件処理の相談の機会を得るために，どのような制度があるとよいと思いますか。現

在ある制度の中で有益であると思うものも含め，該当する番号全てに○を付けてください（複数回

答可。  

 

第４ 継続研修について 

問１９ 登録後から現在までに，業務に関する研修（義務研修を除く。また，eラーニングを含む）を

受講したことがありますか。 

 

問２０ （問１９ で1（受講したことがある）と答えた方のみ御回答ください。）受講したことがある

研修の種類について，該当する番号全てに○を付けてください（複数回答可）。 

 

1 裁判所の手続に不備があった 

2 事件処理が不安で受任を回避した 

3 事件処理を巡って依頼者や相手方とトラブルになった 

4 職場外の相談相手には，守秘義務との関係で抽象的な相談しかできなかった 

5 特に困ったことはない 

6 その他（                    ） 

1 先輩弁護士と事件を共同受任して処理する 

2 各弁護士会で指導担当弁護士制度を提供する 

3 弁護士研修として一定期間受け入れてくれる事務所がある 

4 新人弁護士用等のメーリングリストを各弁護士会や委員会で設置する 

5 弁護士会の法律相談を２人一組での対応とし，新人と先輩弁護士を組み合わせる 

6 その他（                    ） 

1 受講したことがある 

2 受講したことはない →問２２へ 

1 日弁連・弁護士会の研修講座（ライブ研修） 

2 日弁連・弁護士会の研修講座（eラーニング） 

3 事務所内の研修システム 

4 法科大学院の継続研修用講座 

5 その他（                                     ）
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問２１ （問１９ で1（受講したことがある）と答えた方のみ御回答ください。）研修を受講した理由

として，該当する番号全てに○を付けてください（複数回答可）。 

 

問２２ （問１９ で2（受講したことはない）と答えた方のみ御回答ください。）研修を受講したこと

がない理由として，該当する番号全てに○を付けてください（複数回答可）。 

 

問２３ 現在，日弁連・弁護士会の会務・委員会活動に参加していますか。 

 

問２４ （問２３ で1（参加している）と答えた方のみ御回答ください。）参加している理由として，

該当する番号全てに○を付けてください（複数回答可）。 

 

問２５ （問２３ で「2 参加していない」と答えた方のみ御回答ください。）参加していない理由とし

て，該当する番号全てに○を付けてください（複数回答可）。 

1 興味のある分野だから 

2 新制度・法改正等への対応が必要だから 

3 業務に役に立つから 

4 専門分野を持ちたいから 

5 その他（                                     ）

1 受けたい研修がない 

2 研修を受ける時間がない 

3 自身の業務にあまり役に立つと思えないから 

4 その他（                                     ）

1 参加している 

2 参加していない →問２５へ 

1 興味のある分野だから 

2 他の弁護士との交流ができるから 

3 公益活動義務の一環として必要だから 

4 実務に役に立つから 

5 その他（                                     ）

1 時間がないから 

2 興味・関心がないから 

3 就業先の理解が得られないから 

4 希望する委員会の人気が高く，競争が激しいため入れない 

5 委員会で他の弁護士と交流する必要を感じないから 

6 実務に役立つと思えないから 

7 その他（                                     ）
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第５ 法科大学院等の奨学金債務・司法修習時の貸与金債務について 

問２６ 学部・法科大学院の学費のための奨学金（学資ローン含む）の債務を負担していますか。 

問２７ （問２６で1（負担している）と答えた方のみ御回答ください。）奨学金債務（自身が負担し

た額）の総額として，該当する番号１つに○を付けてください。 

問２８ （問２６で1（負担している）と答えた方のみ御回答ください。）返済終了予定と毎月の返済額

について御回答ください。 

Ａ：返済終了予定 

Ｂ：毎月の返済額     （ ）万円 

問２９ 司法修習時に修習資金の貸与を受けていましたか。 

問３０ (問２９で1（貸与を受けていた）と答えた方のみ御回答ください。）貸与金の総額として該

当する番号１つに○を付けてください。 

1 負担している 

2 負担していない →問２９へ 

1 １００万円未満 

2 １００万円以上２００万円未満 

3 ２００万円以上３００万円未満 

4 ３００万円以上４００万円未満 

5 ４００万円以上５００万円未満 

6 ５００万円以上 

1 年 月に返済終了予定 

2 すでに返済が終わっている 

1 貸与を受けていた 

2 貸与を受けていなかった →問３１へ 

1 ２１６万円（月額１８万円） 

2 ２７６万円（月額２３万円） 

3 ３０６万円（月額２５．５万円） 

4 ３３６万円（月額２８万円） 

5 上記以外（ 円（月額：   円）） 
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第６ 法曹を目指していたときに抱いていた将来像と今後の展望について 

問３１ 法曹を目指した理由・動機として，該当するものの上位３つを選び，（ ）内に順位を付けて

ください。 

問３２ 弁護士登録前に，どのような法曹になりたいと思っていましたか。最も該当するもの１つに

○を付けてください。

問３３ 今後数年以内に，就業先及び就業形態を変更したいと考えていますか。該当する番号１つに

○を付けてください。

1 他から干渉されずに自由で独立した仕事ができる（ ） 

2 社会的弱者や少数者のために仕事ができる（  ） 

3 社会的責任のある仕事ができる（  ） 

4 専門職の資格をもって仕事ができる（  ） 

5 経済的に恵まれている（  ） 

6 男性も女性も平等に仕事ができる（  ） 

7 自分の労働時間を管理できる（  ） 

8 その他（ ）（  ） 

1 一般民事事件中心の市民弁護士 

2 企業法務中心のビジネスローヤー 

3 国際取引を扱う渉外弁護士 

4 労働事件を多数扱う労働弁護士 

5 知的財産権を扱う知財専門弁護士 

6 刑事事件を多数扱う刑事弁護士 

7 行政事件を多数扱う弁護士 

8 企業内弁護士 

9 官庁・地方公共団体内の公務員弁護士 

10 国際機関で働く弁護士 

11 その他（ ） 

1 就業先・就業形態ともに変更したい 

2 就業形態は変えず，就業先のみ変更したい 

3 就業先は変えず，就業形態のみ変更したい 

4 現状のままでよい →問３２へ 
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問３４ 問３３で1～3（就業先または就業形態を変更したい）と答えた方のみ御回答ください。変更し

たい理由について，該当するもの全てに○を付けてください。（複数回答可） 

問３５ 今までに弁護士登録の取消を考えたことがありますか。 

問３６ （問３５で1（ある）と答えた方のみ御回答ください。）登録取消を考えた理由について，該

当するもの全てに○を付けてください。 

問３７ （問３５で1（ある）と答えた方のみ御回答ください。）取消を思いとどまった理由について

御記入ください。 

1 やりたい仕事ができるようにしたい 

2 収入に満足できていない 

3 個人事件の受任を思うようにできるようにしたい 

4 就業先の業務拡大，発展の見込みがない 

5 現在の就業先における自分の将来性が感じられない 

6 先輩弁護士等による十分な指導を受けたい 

7 現在の就業先において人間関係に問題がある 

8 産休，育休がとれるようにしたい 

9 業務量の減少を理由に退職を求められている 

10 雇用期間満了を迎えるため 

11 独立のための準備が整うと考えられる 

12 その他（                ） 

1 考えたことがある 

2 考えたことはない →問３９へ 

1 収入が不安定 

2 時間にゆとりがない 

3 体力の限界 

4 会費負担が重い 

5 会務負担が重い 

6 裁判官，検察官への任官を考えた 

7 法曹以外への他職への転職を考えた 

8 留学を考えた 

9 出産，育児のため 

10 その他（ ） 
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問３８ （問３５で1（ある）と答えた方のみ御回答ください。）今後，どの程度の年額所得（収入－

経費）があれば業務を継続できると思いますか。該当する番号１つに○を付けてください。 

問３９ （全員御回答ください。）業務に活かすために，これまで以下のような取組を行ってきました

か。該当する番号全てに○を付けてください。（複数回答可） 

■本調査に関する御意見及び日弁連の活動に関する御要望がございましたら，下記に御記入ください。

アンケートは以上です。御協力いただきまして誠にありがとうございました。 

※現在，全会員を対象とした「弁護士実勢調査」も別途実施しております。

重ねての御依頼で誠に恐縮ですが，同調査についても御協力をお願いいたします。 

1 ３００万円以上４００万円未満 

2 ４００万円以上５００万円未満 

3 ５００万円以上６００万円未満 

4 ６００万円以上７００万円未満 

5 ７００万円以上８００万円未満 

6 ８００万円以上９００万円未満 

7 ９００万円以上１０００万円未満 

8 １０００万円以上 

1 専門法の勉強 

2 特定業種の専門知識の勉強 

3 語学の勉強 

4 他士業との交流 

5 他資格の取得（具体的に： ） 

6 特に行っていない 

7 その他（ ） 
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弁護士実勢調査の結果について（概要報告） 

１ 登録年数（問３） 

登録５年未満の者が回答者に占める比率は，３０．８％である。 

２００８年の弁護士実勢調査（全会員対象にファクシミリで実施。以下「センサ

ス」という。）では２５．３％，２０１０年の「弁護士業務の経済的基盤に関する

実態調査」（層化無作為抽出法により一部会員に郵送で実施。以下「経済基盤調査」

という。）では２７．７％だった。 

２ 勤務形態（問５） 

 事務所内独立採算弁護士は約６％である。２０１０年の「経済基盤調査」では１．

６％であった。事務所内独立採算弁護士は増加傾向にあるとみられる。 

３ 事件数（問１０） 

 現在の取扱事件数は，中央値は２５件，平均値は約３４件である。２００８年の

「センサス」と比較すると，「４０件」を境にして「４０件未満」が増加，「４０件

以上」が減少している。全体的に事件数減少の方向へ移動している。 

４ 事件内訳（問１１） 

 全事件のうちの裁判所事件数は，中央値１２件，平均値は１６件である。問１０

の全事件数と対照すると，５：５または４：６で法廷「外」業務の比率が高い。 

５ 収入額（問１３ａ） 

 収入額は，中央値１４３０万円。平均値２４０２万円である。２０１０年の「経

済基盤調査」では，中央値２１１２万円。平均値は３３０４万円だった。 

 登録５年未満の者が回答者に占める比率は，２０１０年の「経済基盤調査」より

も今回の調査の方が約５％高いことに留意する必要がある。この点は次の所得額も

同様である。 

６ 所得額（問１３ｂ） 

 所得額は，中央値６００万円，平均値９０７万円である。２０１０年の「経済基

盤調査」では中央値９５９万円，平均値１４７１万円だった。 
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７ 事務所外の法律相談状況（問２２） 

約６６％が事務所や顧問先以外での法律相談を担当している。 

８ 業務のため工夫していること（問２３） 

 宣伝・広告や情報提供については約５４％が何らかの工夫をしており，その中で

は事務所ＨＰ・ブログの利用が約４１％と，圧倒的に多い。 

 報酬・手数料については何らかの工夫をしている人が約４１％，報酬基準の低額

化，法律相談の低額化・無料化が多い。 

 相談受付方法についても約３４％が何らかの工夫をしており，休日相談，夜間相

談，メール・インターネット相談が行なわれている。 

市民とのアクセス拡大の努力がなされている。 

９ 月平均新受任数（問２７） 

 月平均の新受任数は，中央値は３件，平均値は約５件である。２００８年の「セ

ンサス」と比較すると「０～２件以下」が増えて，「３件以上」が減っている。ア

クセス拡大の努力にもかかわらず，弁護士の業務環境は厳しい。 

１０ ＯＪＴ・研修等への協力（問２８） 

 自身の勤務先に所属しない新人弁護士へのＯＪＴ・研修等について２０１３年度

に何らかの協力を行った人は約２６％である。協力内容の内訳は，弁護士会の研修

講師・私的勉強会などの「研修」が多く，法律相談センター事件の共同受任などの

「ＯＪＴ」は少ない。 

１１ 新人採用予定（問３０～３２） 

 ２０１４年度に採用予定があるのは，自分の勤務形態を「経営者弁護士」と回答

した者のうち９．６％，２０１５年度以降に採用予定がある者は約４．２％。採用

予定を「３年以内」とする者が６．２％，「状況次第」とする者が１４．４％と，

採用見通しは厳しい。 

 弁護士を採用した場合の給与・報酬額は「４００万円～５００万円未満」が２６％，

「５００万円～６００万円未満」が約２３％である。「３００万円～４００万円未

満」は１５．６％，「３００万円未満」が約２．５％である。 

採用予定が「ない」理由では，業務量確保の見通しがないとする者が約６１％で

圧倒的である。「その他」の理由には，「高齢」「１人でやりたい」などが挙げられ

ていた。 
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弁護士実勢調査　単純集計結果

実施期間：２０１４年（平成２６年）７月２９日（火）～９月１９日（金）

対象：本年７月時点の全会員 実施方法：ファクシミリ・ＷＥＢ

送付数（ファクシミリ番号不明の会員を除く）：３４５８６ 有効回答数：３７２４　（回収率：１０．８％）

問１　性別

回答数 ％
男性 3120 83.8
女性 552 14.8
無回答 52 1.4

合計 3724 100.0

問２　年齢（2014年4月1日の満年齢）

回答数 ％

２５歳未満 9 0.2

２５歳以上３０歳未満 320 8.6

３０歳以上３５歳未満 620 16.6

３５歳以上４０歳未満 560 15.0

４０歳以上４５歳未満 419 11.3

４５歳以上５０歳未満 238 6.4

５０歳以上５５歳未満 177 4.8

５５歳以上６０歳未満 200 5.4

６０歳以上６５歳未満 265 7 1

男性
83.8%

女性
14.8%

無回答
1.4%

0.2 

8.6 

16.6 
15.0 

11.3 

6.4 
4.8  5.4 

7.1 
8.1 

6.8 

4.7  4.9 

0.1 
0

2 

4 

6 
8 

10 

12 

14 
16 

18 （％）

６０歳以上６５歳未満 265 7.1

６５歳以上７０歳未満 301 8.1

７０歳以上７５歳未満 252 6.8

７５歳以上８０歳未満 176 4.7

８０歳以上 182 4.9

無回答 5 0.1

合計 3724 100.0

問３　あなたが弁護士登録をされてから満何年になりますか。

回答数 ％
５年未満 1146 30.8

５年以上１０年未満 712 19.1

１０年以上１５年未満 333 8.9

１５年以上２０年未満 217 5.8

２０年以上２５年未満 172 4.6

２５年以上３０年未満 199 5.3

３０年以上３５年未満 235 6.3

３５年以上 697 18.7

無回答 13 0.3

合計 3724 100.0
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問４　所属弁護士会

回答数 ％ 回答数 ％

東京 648 17.4 岡山 43 1.2

第一東京 322 8.6 鳥取県 7 0.2

第二東京 291 7.8 島根県 17 0.5

横浜 147 3.9 福岡県 128 3.4

埼玉 78 2.1 佐賀県 26 0.7

千葉県 58 1.6 長崎県 25 0.7

茨城県 49 1.3 大分県 19 0.5

栃木県 23 0.6 熊本県 54 1.5

群馬 24 0.6 鹿児島県 47 1.3

静岡県 67 1.8 宮崎県 38 1.0

山梨県 25 0.7 沖縄 31 0.8

長野県 31 0.8 仙台 54 1.5

新潟県 30 0.8 福島県 23 0.6

大阪 365 9.8 山形県 26 0.7

京都 86 2.3 岩手 15 0.4

兵庫県 80 2.1 秋田 16 0.4

奈良 22 0.6 青森県 30 0.8

滋賀 16 0.4 札幌 148 4.0

和歌山 22 0.6 函館 14 0.4

愛知県 161 4.3 旭川 10 0.3

三重 40 1.1 釧路 20 0.5

岐阜県 36 1.0 香川県 30 0.8

福井 20 0.5 徳島 13 0.3

金沢 34 0.9 高知 17 0.5

富山県 15 0.4 愛媛 25 0.7

広島 64 1.7 無回答 62 1.7

山 県 合計山口県 32 0.9 合計 3724 100.0

問５　あなたの勤務形態として該当する番号をお答えください。

回答数 ％

2472 66.4

780 20.9

229 6.1

53 1.4

128 3.4

9 0.2

41 1.1

12 0.3

3724 100.0

経営弁護士

勤務弁護士

事務所内独立採算弁護士（いわゆる「ノキ
弁」を含む）

日本司法支援センタースタッフ弁護士

民間企業・団体等の組織内弁護士

公務員

その他

無回答

合計

経営弁護士
66.4%

勤務弁護士
20.9%

事務所内独立採

算弁護士
6.1%

日本司法支援

センタースタッ

フ弁護士
1.4%

民間企業・団体等

の組織内弁護士
3.4%

公務員
0.2%

その他
1.1%

無回答
0.3%
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■経営者弁護士数

回答数 ％

1人 1936 55.6

２人 612 17.6

３～５人 520 14.9

６～９人 178 5.1

１０～１９人 102 2.9

２０人以上 69 2.0

無回答 64 1.8

合計 3481 100.0

■男性経営者弁護士数 ■女性経営者弁護士数

回答数 ％ 回答数 ％

０人 153 4.4 ０人 2567 73.7

１人 1981 56.9 １人 531 15.3

２人 492 14.1 ２人 134 3.8

３人 276 7.9 ３人 58 1.7

４人 122 3.5 ４人 20 0.6

５人 86 2.5 ５人 19 0.5

６人以上 270 7.8 ６人以上 49 1.4

無回答 101 2.9 無回答 103 3.0

合計 3481 100.0 合計 3481 100.0

問６　（問５で，１～３と回答された方にお聞きします。）事務所には何人の経営者弁護士がいますか（あな
た自身を含む）。人数をお書きください（男女別人数もお書きください）。

55.6 

17.6  14.9 

5.1  2.9  2.0  1.8 

0 

10 

20 

30 

40 

50 

60 
（％）

問７　あなたの勤務先として該当する番号をお答えください。

回答数 ％

3033 81.4

395 10.6

28 0.8

49 1.3

129 3.5

9 0.2

17 0.5

64 1.7

3724 100.0

中央省庁・地方公共団体

その他

無回答

合計

一般事務所

弁護士法人

ひまわり公設事務所

法テラス

企業・団体

一般事

務所
81.4%

弁護士法人
10.6%

ひまわり公設事

務所
0.8%

法テラス
1.3%

企業・団体
3.5%

中央省庁・地方公共

団体
0.2%

その他
0.5%

無回答
1.7%
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回答数 ％
個人経営 1864 61.5

共同経営（経費共同タイ
プ）

865 28.5

共同経営（収入共同タイ
プ）

241 7.9

その他 37 1.2

無回答 26 0.9

合計 3033 100.0

■勤務先の弁護士数

回答数 ％

１人 1111 29.8

2～5人 1573 42.2

6～10人 483 13.0

11～20人 189 5.1

問９　勤務先には何人の弁護士がいますか（あなた自身を含む）。人数をお書きください（男女別人数もお
書きください）。

問８　（問７で１（一般事務所）と回答された方にお聞きします。）事務所の経営形態として当てはまる番号を
お答えください。

個人経営
61.5%

共同経営

（経費共同

タイプ）
28.5%

共同経営

（収入共同

タイプ）
7.9%

その他
1.2%

無回答
0.9%

29.8 

42.2 

20

25 

30 

35 

40 

45  （％）

21～30人 62 1.7

31～40人 16 0.4

41～50人 7 0.2

51～100人 15 0.4

101人以上 49 1.3

無回答 219 5.9

合計 3724 100.0

■勤務先の男性弁護士数 ■勤務先の女性弁護士数

回答数 ％ 回答数 ％

0人 141 3.8 0人 1912 51.3

1～5人 2746 73.7 1～5人 1439 38.6

6～10人 331 8.9 6～10人 70 1.9

11～20人 142 3.8 11～20人 18 0.5

21～30人 41 1.1 21～30人 6 0.2

31～40人 10 0.3 31～40人 2 0.1

41～50人 6 0.2 41～50人 2 0.1

51～100人 29 0.8 51～100人 20 0.5

101人以上 22 0.6 101人以上 0 0.0

無回答 256 6.9 無回答 255 6.8

合計 3724 100.0 合計 3724 100.0
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回答数 ％
10件未満 610 16.4
10～20件未満 640 17.2
20～30件未満 658 17.7
30～40件未満 614 16.5
40～50件未満 328 8.8
50～60件未満 295 7.9
60～70件未満 125 3.4
70～80件未満 94 2.5
80～90件未満 76 2.0
90～100件未満 27 0.7
100～110件未満 88 2.4
110～120件未満 5 0.1
120件以上 73 2.0
無回答 91 2.4
合計 3724 100.0

０を含む１以上
平均値 33.89 35.35
中央値 25.00 28.00

（件）

問１１－ａ　問１０で答えた全事件のうち，裁判所事件（調停を含む）は何件ありますか。
回答数 ％

5件未満 747 20.1
5～10件未満 627 16.8

問１０　あなたが現在取り扱っている事件（裁判所事件，交渉事件を含め，報酬請求の単
位となるものを事件とします）の件数は何件ありますか。
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25 

（％）

（％）件未満
10～15件未満 624 16.8
15～20件未満 455 12.2
20～25件未満 444 11.9
25～30件未満 179 4.8
30～35件未満 203 5.5
35～40件未満 55 1.5
40～45件未満 108 2.9
45～50件未満 16 0.4
50～55件未満 58 1.6
55～60件未満 8 0.2
60～65件未満 16 0.4
65～70件未満 8 0.2
70～75件未満 10 0.3
75件以上 39 1.0
無回答 127 3.4
合計 3724 100.0

０を含む１以上
平均値 16.20 17.26
中央値 12.00 13.00

（件）
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問１１－ｂ　問１０で答えた全事件のうち，刑事事件は何件ありますか。
回答数 ％

0件 1902 51.1
1件 753 20.2
2件 463 12.4
3件 232 6.2
4件 92 2.5
5件 94 2.5
6件 23 0.6
7件以上 54 1.5
無回答 111 3.0
合計 3724 100.0

０を含む１以上
平均値 1.08 2.29
中央値 0.00 2.00

（件）

問１１－ｃ　上記の刑事事件のうち，国選弁護事件は何件ありますか。

回答数 ％
0件 2137 57.4
1件 683 18.3
2件 336 9.0
3件 153 4.1
4件 71 1.9
件

51.1 

20.2 

12.4 
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0.6  1.5  3.0 
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5件 48 1.3
6件 7 0.2
7件以上 24 0.6
無回答 265 7.1
合計 3724 100.0

０を含む１以上
平均値 0.75 1.95
中央値 0.00 1.00

（件）
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回答数 ％
0件 3272 87.9
1件 252 6.8
2件 34 0.9
3件 5 0.1
4件 1 0.0
5件 4 0.1
6件 0 0.0
7件以上 4 0.1
無回答 152 4.1
合計 3724 100.0

０を含む１以上
平均値 0.13 1.50
中央値 0.00 1.00

（件）

問１１－ｅ　問１０で答えた全事件のうち，家事事件は何件ありますか。

回答数 ％

問１１－ｄ　問１０で答えた全事件のうち，少年事件（被疑者・被告人の弁護活動，付添人活動を含む）
は何件ありますか。
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4.1 

0 

10 

20 

30 

40 

50 

60 

70 

80 

90 

100 
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回答数 ％
0件 728 19.5
1件 495 13.3
2件 431 11.6
3件 376 10.1
4件 227 6.1
5件 366 9.8
6件 128 3.4
7件以上 819 22.0
無回答 154 4.1
合計 3724 100.0

０を含む１以上
平均値 4.71 5.91
中央値 3.00 4.00

（件）

19.5 

13.3 
11.6 
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問１１－ｆ　問１０で答えた全事件のうち，行政事件は何件ありますか。

回答数 ％
0件 2885 77.5
1件 376 10.1
2件 150 4.0
3件 68 1.8
4件 21 0.6
5件 30 0.8
6件 5 0.1
7件以上 33 0.9
無回答 156 4.2
合計 3724 100.0

０を含む１以上
平均値 0.46 2.40
中央値 0.00 1.00

（件）

問１１-ｇ　問１０で答えた全事件のうち，知財事件（商標・著作権含む）は何件ありますか。

回答数 ％
0件 3234 86.8
1件 185 5.0
2件 65 1.7
3件 10 0.3
4件 5 0.1
5件 19 0.5
件
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10.1 
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6件 2 0.1
7件以上 27 0.7
無回答 177 4.8
合計 3724 100.0

０を含む１以上
平均値 0.32 3.59
中央値 0.00 1.00

（件）
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回答数 ％
０件 3057 82.1
1～5件未満 418 11.2
5～10件未満 35 0.9
10～15件未満 19 0.5
15～20件未満 5 0.1
20～25件未満 6 0.2
25～30件未満 0 0.0
30件以上 9 0.2
無回答 175 4.7

3724 100.0

０を含む１以上
平均値 0.52 3.74
中央値 0.00 1.00

（件）

第１位 第２位 第３位 合計

％（選択
数／総回
答数）

2197 295 218 2710 72.8

327 1598 272 2197 59.0

630 597 1359 2586 69.4

問１１－ｈ　問１０で答えた全事件のうち，裁判外紛争解決手続（ＡＤＲ　例えば弁護士会のあっせん・
仲裁センターや財団法人交通事故紛争処理センターなど）は何件ありますか。

問１２　あなたの事務所所在地を起点に，裁判所の管轄区域で表現した場合の，依頼者の地理的分
布として，多い順に３つお答えください。

簡裁管内

簡裁管外支部管内

支部管外地裁管内

82.1 

11.2 
0.9  0.5  0.1  0.2  0.0  0.2 

4.7 

0 
10 
20 
30 
40 
50 
60 
70 
80 
90 （％）

217 471 580 1268 34.0

45 97 312 454 12.2

18 35 45 98 2.6

290 631 938 - -

3724 3724 3724 - -

無回答

合計

地裁管外高裁管内

高裁管外（国内）

国外

2197

327

630

217

45

18

295

1598

597

471

97

35

218

272

1359

580

312

45

0 500 1000 1500 2000 2500 3000

簡裁管内

簡裁管外支部管内

支部管外地裁管内

地裁管外高裁管内

高裁管外（国内）

国外

第１位

第２位

第３位

（回答数）
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問１３－ａ　申告した収入額（弁護士の活動としての）

問１３　あなたの弁護士としての活動による収入・所得について伺います（その他の事業による収入，不動
産収入，利子，配当，年金，恩給等は除きます）。
　今年３月のあなたの確定申告に基づいて，以下の項目について年額を記入してください。ただし，収入－
経費＝所得とします。

回答数 ％
1136 30.5
809 21.7
494 13.3
269 7.2 ０を含む １以上
153 4.1 平均値 2402.44 2502.58
96 2.6 中央値 1430.00 1500.00
63 1 7 （万円）

1000万円未満
1000～2000万円未満
2000～3000万円未満
3000～4000万円未満
4000～5000万円未満
5000～6000万円未満
6000～7000万円未満 63 1.7 （万円）

41 1.1
33 0.9
17 0.5
22 0.6
8 0.2
9 0.2
6 0.2

43 1 2

1億2000万～1億3000万円未満

6000～7000万円未満

1億1000万～1億2000万円未満

7000～8000万円未満
8000～9000万円未満
9000万～１億円未満
1億～1億1000万円未満

1億3000万～1億4000万円未満
1億4000万円以上 43 1.2

525 14.1
3724 100.0

1億4000万円以上
無回答
合計

30.5 

21.7 25 

30 

35 
（％）

21.7 

13.3 

7.2 
4.1 

2.6  1.7  1.1  0.9  0.5  0.6  0.2  0.2  0.2  1.2 

0 

5 

10 

15 

20 

25 

30 

0.5  0.2  0.2  0.2 
0 
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問１３－b　申告した所得額（弁護士の活動としての）

回答数 ％
394 10.6
817 21.9
956 25.7
430 11.5

100万円未満
100～500万円未満
500～1000万円未満
1000～1500万円未満 430 11.5

219 5.9 ０を含む １以上
116 3.1 平均値 907.35 1007.32
60 1.6 中央値 600.00 695.00
40 1.1 （万円）
19 0.5
19 0.5
6 0.2

17 0.5

2500～3000万円未満

1000 1500万円未満
1500～2000万円未満
2000～2500万円未満

3000～3500万円未満
3500～4000万円未満
4000～4500万円未満
4500～5000万円未満
5000～5500万円未満 17 0.5

7 0.2
28 0.8

596 16.0
3724 100.0

6000万円以上
無回答
合計

5000 5500万円未満
5500～6000万円未満

21.9 

25.7 

25 

30  （％）

10.6 

21.9 

25.7 

11.5 

5.9 
3.1 

1.6  1.1  0.5  0.5  0.2  0.5  0.2  0.8 

0

5 

10 

15 

20 

25 

3.1 
1.6  1.1  0.5  0.5  0.2  0.5  0.2  0.8 

0 

5 
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問１３－ｃ　申告した経費のうち，地代・家賃の額

回答数 ％
100万円未満 1451 39.0
100～200万円未満 512 13.7
200～300万円未満 368 9.9
300～400万円未満 236 6.3
400～500万円未満 107 2.9

39.0 

25 

30 

35 

40 

45 （％）

400 500万円未満 107 2.9
500～600万円未満 64 1.7
600～700万円未満 65 1.7
700～800万円未満 36 1.0
800～900万円未満 28 0.8
900万円以上 109 2.9
無回答 748 20.1
合計 3724 100.0

13.7 
9.9 

6.3 
2.9  1.7  1.7  1.0  0.8 

2.9 

0 

5 

10 

15 

20 

25 

30 

０を含む １以上
平均値 207.69 318.93
中央値 100.00 200.00

（万円）

問１３－ｄ　申告した経費のうち，給与賃金の額

回答数 ％ 36.0 40  （％）
回答数 ％

200万円未満 1339 36.0
200～400万円未満 446 12.0
400～600万円未満 351 9.4
600～800万円未満 228 6.1
800～1000万円未満 133 3.6
1000～1200万円未満 83 2.2
1200～1400万円未満 65 1.7

36.0 

12.0 
9.4 

6 1 7 310

15 

20 

25 

30 

35 

40  （％）

1200 1400万円未満 65 1.7
1400～1600万円未満 53 1.4
1600万円以上 270 7.3
無回答 756 20.3
合計 3724 100.0

０を含む １以上
平均値 615.20 933.49
中央値 260 50 487 00

12.0 
9.4 

6.1 
3.6  2.2  1.7  1.4 

7.3 

0 

5 

10 

15 

中央値 260.50 487.00
（万円）

問１３－ｅ　申告した経費のうち，図書研究費の額

回答数 ％
50万円未満 1992 53.5
50～100万円未満 538 14.4
100～150万円未満 237 6 4

53.5 

40 

50 

60 （％）

100～150万円未満 237 6.4
150～200万円未満 74 2.0
200～250万円未満 41 1.1
250～300万円未満 11 0.3
300～350万円未満 22 0.6
350～400万円未満 3 0.1
400万円以上 25 0.7
無回答 781 21.0
合計 3724 100 0

14.4 

6.4 
2.0  1.1  0.3  0.6  0.1  0.7 

0 

10 

20 

30 

40 

合計 3724 100.0

０を含む １以上
平均値 50.85 57.56
中央値 26.00 30.00

（万円）

0 
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問１４　あなたは弁護士情報提供サービス「ひまわりサーチ」に登録していますか。

回答数 ％

はい 962 25.8

いいえ 2664 71.5

無回答 98 2.6

はい
25.8%

いいえ

無回答
2.6%

合計 3724 100.0

問１５　（問１４で１（はい）と回答された方は御回答ください。）登録後に需要は増えましたか。

回答数 ％

はい 29 3 0

いいえ
71.5%

はい
3.0%

いいえ・

変わらな

無回答
1.6%

はい 29 3.0

いいえ・変わらない 918 95.4

無回答 15 1.6

合計 962 100.0

問１６　あなた個人で依頼者との間に顧問契約を結んでいますか（顧問契約がある方は
顧問先の件数もお書きください）

3.0%
いいえ・

変わらな

い
95.4%

1.6%

■顧問契約の有無
回答数 ％

ある 2048 55.0
ない 1592 42.7
無回答 84 2.3
合計 3724 100.0

■（顧問契約を結んでいる場合）件数

顧問先の件数もお書きください）。

ある
55 0%

ない
42.7%

無回

答
2.3%

■（顧問契約を結んでいる場合）件数
回答数 ％

886 43.3
448 21.9
238 11.6
134 6.5
107 5.2
37 1.8
54 2 6

5件未満
5～10件未満
10～15件未満
15～20件未満
20～25件未満
25～30件未満
30～35件未満

ある
55.0%

42.7%

54 2.6
11 0.5
32 1.6
6 0.3

18 0.9
1 0.0

27 1.3
49 2.4

2048 100 0

40～45件未満

合計

45～50件未満
50～55件未満
55～60件未満
60件以上
無回答

30～35件未満
35～40件未満

2048 100.0合計

43.3 

21.9 

11.6 
6.5  5.2  1.8  2.6  0.5  1.6  0.3  0.9  0.0  1.3  2.4 

0
10
20
30
40
50
（％）

0.5  0.3  0.9  0.0 
0
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回答数

％
（回答数
／回答対

象者）

問17 あなたの事務所には弁護士以外の下記の方（弁護士と兼任の者を除きます）がいますか（該当する
番号全てに○をつけてください。）

85.3 

80 

90 
（％）

象者）
司法書士 165 4.4
税理士 112 3.0
公認会計士 58 1.6
弁理士 77 2.1
海事補佐人 9 0.2
行政書士 110 3.0
不動産鑑定士 13 0 3 4.4  3 0 1 6 2 1 0 2 3 0 0 3 2 1

85.3 

10

20 

30 

40 

50 

60 

70 

80 

90 
（％）

不動産鑑定士 13 0.3
社会保険労務士 80 2.1
いずれもいない 3179 85.3
無回答 125 3.4
合計 3724 100.0

問18 事務所外に 共同 協力関係にある下記の方（弁護士と兼任の者を除きます）がいますか（該当する

4.4  3.0  1.6  2.1  0.2  3.0  0.3  2.1 

0 

10 

20 

30 

回答数

％
（回答数
／回答対

象者）
司法書士 1724 46.3

問18　事務所外に，共同・協力関係にある下記の方（弁護士と兼任の者を除きます）がいますか（該当する
番号全てに○をつけてください）。

46.3  45.4 

38.9 

30

35 

40 

45 

50 
（％）

司法書士 1724 46.3
税理士 1689 45.4
公認会計士 690 18.5
弁理士 335 9.0
海事補佐人 12 0.3
行政書士 424 11.4
不動産鑑定士 472 12.7
社会保険労務士 576 15.5
いずれもいない 1448 38.9

46.3  45.4 

18.5 

9.0 

0.3 

11.4  12.7 
15.5 

38.9 

0 

5 

10 

15 

20 

25 

30 

35 

40 

45 

50 
（％）

いずれもいない 1448 38.9
無回答 147
合計

問19 あなたは現在「国選弁護人」の契約をしていますか。

回答数 ％

はい 2371 63.7

いいえ 1319 35.4

0.3 
0 

いいえ

無回答
0.9%

いいえ 1319 35.4

無回答 34 0.9

合計 3724 100.0 はい
63.7%

いいえ
35.4%

0.9%
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問20 あなたは現在「当番弁護士」に登録していますか。

回答数 ％

はい 2152 57.8

いいえ 1543 41.4

無回答 29 0.8

合計 3724 100 0 はい

いいえ
41.4%

無回答
0.8%

合計 3724 100.0

問21 あなたは現在日弁連・弁護士会の委員会に所属していますか（所属している方は個数をお書きくださ
い。）

はい
57.8%

いいえ
41.4%

■所属状況

回答数 ％

所属している 2818 75.7

所属していない 884 23.7

無回答 22 0.6

合計 3724 100.0
所属し

ている

所属し

ていな

い
23.7%

無回答
0.6%

■所属個数（日弁連） ■所属個数（弁護士会）

回答数 ％ 回答数 ％
所属なし 2079 73 7 所属なし 41 1 5

所属し

ている
75.7%

所属なし 2079 73.7 所属なし 41 1.5
1つ 530 18.8 1つ 729 25.9
2つ 120 4.3 2つ 633 22.5
3つ 40 1.4 3つ 576 20.4
4つ 9 0.3 4つ 316 11.2
5つ 6 0.2 5つ 199 7.1
6つ以上 6 0.2 6つ以上 294 10.4
無回答 29 1.0 無回答 31 1.1
合計 2819 100 0 合計 2819 100 0合計 2819 100.0 合計 2819 100.0

回答数 ％
はい 2438 65.5
いいえ 1248 33.5

問２２　あなたは現在，事務所及び顧問先以外の場所（弁護士会，自治体，社会福祉協議会など）での法
律相談を担当していますか。

無回答
1.0%

いいえ 1248 33.5
無回答 38 1.0
合計 3724 100.0

はい
65.5%

いいえ
33.5%

無回答
1.0%

65.5%
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【Ａ】業務に関する宣伝・広告や情報提供のための利用媒体

回答数

％
（回答数
／回答対

問23 自身の勤務先において，弁護士業務のために工夫していることについて，Ａ～Ｃそれぞれ該当す
る番号全てに○をつけてください。（複数回答可）

50 （％）
／回答対

象者）

電話帳 753 20.2

事務所報 269 7.2

母校・出身県機関紙 159 4.3

テレビ・ラジオ 93 2.5
20.2 

41.2 
43.6 

20 

25 

30 

35 

40 

45 

50  （％）

公共交通機関広告 99 2.7

事務所HP・ブログ 1534 41.2

個人HP・ブログ 216 5.8

その他 227 6.1

特に工夫していない 1625 43.6

20.2 

7.2 
4.3 

2.5  2.7 
5.8  6.1 

0 

5 

10 

15 

20 

25 

30 

無回答 89 2.4

合計 3724

【Ｂ】報酬・手数料の設定

22 7

55.0

30

40 

50 

60 
（％）

回答数

％
（回答数
／回答対

象者）
報酬基準の低額化 845 22.7
相談料の低額化 494 13.3
相談料の無料化 687 18.4
その他 129 3.5

22.7

13.3
18.4

3.5

55.0

0 

10 

20 

30 

40 

50 

60 
（％）

その他
特に工夫していない 2049 55.0
無回答 155 4.2
合計 3724 -

【Ｃ】相談受付方法
％

3.5

0 

61.4

40
50 
60 
70 （％）

回答数

％
（回答数
／回答対

象者）
夜間相談 685 18.4
土日・祝日相談 904 24.3
メール・ネット相談 430 11.5
その他 62 1.7
特に工夫していない 2287 61.4

18.4
24.3

11.5
1.7

61.4

0 
10 
20 
30 
40 
50 
60 
70 （％）

特に工夫していない 2287 61.4
無回答 167 4.5
合計 3724 -

1.7
0 

10 
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回答数

％
（回答数
／回答対

象者）

問２４　あなたは現在，弁護士としての活動以外の有償の仕事（会社役員・自治体の委員等。組織内
弁護士の場合，当該組織以外での仕事を指します。）に就いていますか。該当する番号全てに○をつ
けてください。（複数回答可）

63.0

50

60 

70 （％）

象者）
会社役員 458 12.3

法科大学院の教員 166 4.5

地方自治体の委員 479 12.9

その他 368 9.9

就いていない 2346 63.0

無回答 129 3.5

合計 3724 -

12.3
4.5

12.9 9.9

63.0

0 

10 

20 

30 

40 

50 

60 

70 （％）

合計 3724

0 
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問２５　最近３ヶ月の間で，弁護士として１週間に平均何時間くらい働いていますか（会務活動を含む）。

回答数 ％
20時間未満 291 7.8
20～30時間未満 132 3.5
30～40時間未満 318 8.5
40～50時間未満 797 21.4

7.8 
3 5

8.5 

21.4 23.1 
18.6 

8.9 
4.9  3 2

10 
15 
20 
25 （％）

40 50時間未満 797 21.4
50～60時間未満 859 23.1
60～70時間未満 694 18.6
70～80時間未満 332 8.9
80時間以上 181 4.9
無回答 120 3.2
合計 3724 100.0

7.8 
3.5 

8.5  8.9 
4.9  3.2 

0 
5 
10 
15 

問２６　問２５で回答した１週間の勤務時間について，内訳の平均をお答えください。

■裁判所事件
回答数 ％

10時間未満 783 21.0
10～20時間未満 647 17.4
20～30時間未満 792 21.3
30～40時間未満 567 15 2

21.0 

17.4 

21.3 

15.2 
15 

20 

25 
（％）

30～40時間未満 567 15.2
40～50時間未満 313 8.4
50時間以上 192 5.2
無回答 430 11.5
合計 3724 100.0

15.2 

8.4 

5.2 

0 

5 

10 

15 

■裁判所事件以外
回答数 ％

10時間未満 548 14.7
10～20時間未満 703 18.9
20～30時間未満 893 24 0

18 9

24.0 
25 

30 （％）

20～30時間未満 893 24.0
30～40時間未満 563 15.1
40～50時間未満 350 9.4
50～60時間未満 141 3.8
60時間以上 89 2.4
無回答 437 11.7
合計 3724 100.0

14.7 

18.9 

24.0 

15.1 

9.4 

3.8 
2.4 

0 

5 

10 

15 

20 

25 

0 
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■会務活動
回答数 ％

10時間未満 2635 70.8
10～20時間未満 310 8.3
20～30時間未満 61 1.6
30～40時間未満 28 0.8
40～50時間未満 13 0.3

70.8 

40 
50 
60 
70 
80 

（％）

40 50時間未満 13 0.3
50～60時間未満 4 0.1
60時間以上 3 0.1
無回答 670 18.0
合計 3724 100.0

8.3 
1.6  0.8  0.3  0.1  0.1 

0 
10 
20 
30 
40 
50 
60 

問２７　あなたは最近半年の間に平均して月に何件くらい新件を受任していますか。

回答数 ％
0件 246 6.6
1件 484 13.0 ０を含む １以上
件 平均値 4 87 5 242件 656 17.6 平均値 4.87 5.24

3件 610 16.4 中央値 3.00 3.00

4件 279 7.5 （件）
5件 492 13.2
6件 105 2.8
7件 62 1.7
8件 61 1.6
9件 6 0.2件
10件 202 5.4
11件 2 0.1
12件 9 0.2
13件 9 0.2
14件 2 0.1
15件以上 217 5.8
無回答 282 7.6
合計 3724 100.0合計 3724 100.0

6.6 

13.0 

17.6 
16.4 

7.5 

13.2 

2.8  1 7 1 6

5.4  5.8 

4
6 
8 
10 
12 
14 
16 
18 
20 

（％）

6.6  7.5 

2.8  1.7  1.6 
0.2 

5.4 

0.1  0.2  0.2  0.1 

5.8 

0 
2 
4 
6 
8 

10 
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回答数

％
（回答数
／回答対
象者）

問２８　自身の勤務先に所属しない新人弁護士へのＯＪＴ・研修等について，２０１３年度に協力したも
のをお答えください。（複数回答可）

象者）
377 10.1

82 2.2

190 5.1

61 1.6

弁護士会主催の研修講師

弁護士会法律相談センター事件の共同受任

弁護士会法律相談センターでの共同相談

新人弁護士用メーリングリストでの質問対応

133 3.6

337 9.0

133 3.6

2517 67 6

新人弁護士用メ リングリストでの質問対応

チューター制度などの個別指導

私的な勉強会

その他

2517 67.6

231 6.2

3724 100.0

特に協力は行っていない

無回答

合計

67 6
80 （％）

10.1
2.2 5.1 1.6 3.6

9.0
3.6

67.6

6.2

0 
10 
20 
30 
40 
50 
60 
70 
80 （％）

10.1
2.2 5.1 1.6 3.6

9.0
3.6 6.2

0 
10 
20 
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★以下は，問５（勤務形態）で「１　経営弁護士」と回答された方のみお答えください。
（回答対象者：２４７２名）

問２９　新人として採用した下記の修習期の弁護士について，人数をお書きください。

０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人以上 無回答 合計
６０期 2121 198 50 8 2 7 86 2472
６１期 2132 196 49 6 0 5 84 2472６１期 2132 196 49 6 0 5 84 2472
６２期 2144 188 38 6 1 7 88 2472
６３期 2096 234 43 6 0 8 85 2472
６４期 2112 226 35 7 1 4 87 2472
６５期 2103 241 26 14 0 6 82 2472
６６期 2115 229 34 4 3 6 81 2472

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

10.7 

10.4 

9.7 

11.8 

11.0 

85.8 

86.2 

86.7 

84.8 

85.4 

3.5 

3.4 

3.6 

3.4 

3.5 

６０期

６１期

６２期

６３期

６４期

問３０－１　２０１４年度（６７期）の新人弁護士採用予定についてお答えください。また，１（採用
予定がある）と回答された方は 想定している人数をお書きください

11.6 

11.2 

85.1 

85.6 

3.3 

3.3 

６５期

６６期

採用あり 採用なし 無回答

回答数 ％

採用予定がある 237 9.6

採用予定はない 1976 79.9
未定 165 6.7
無回答 94 3.8

予定がある）と回答された方は，想定している人数をお書きください。

採用予定

がある
9.6%

未定
6.7%

無回答
3.8%

無回答 94 3.8
合計 2472 100.0

■人数
回答数 ％

１人 183 77.2
２人 31 13.1
３人 3 1.3
４人 3 1 3

採用予定

はない
79.9%

４人 3 1.3
５人以上 7 3.0
無回答 10 4.2
合計 237 100.0
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回答数 ％
104 4.2

154 6 2

問３０－２　２０１５年度以降の採用意向について，該当する番号を御回答ください。また，１（具体的な採用
予定がある）と回答された方は，想定している人数をお書きください。

具体的な採用予定がある

具体的には決ま ていないが３年後まで 154 6.2

357 14.4

359 14.5

1106 44.7

具体的には決まっていないが３年後まで
に採用予定がある

今のところ積極的な採用以降はないが，
状況次第で採用したい

採用予定はあまりない

採用予定は全くない
191 7.7
201 8.1

2472 100.0

採用予定は全くない
全くの未定
無回答
合計

具体的採用予

定あり
4.2%

３年後まで

に採用予定
6.2%

全くの未定
7.7%

無回答
8.1% 定あり

4.2%
に採用予定

6.2%

状況次第で採用し

たい
14.4%

採用予定は全

くない

全くの未定
7.7%

■採用予定人数
０人 １人 ２人 ３人 ４人以上 無回答 合計

採用予定はあまり

ない
14.5%

採用予定は全

くない
44.7%

人 人 人 人 人以 無回答 合計
２０１５年度 4 69 19 1 7 4 104
２０１６年度 21 39 9 2 7 26 104
２０１７年度 26 31 10 1 8 28 104
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回答数 ％
10 2.5

問３１　（問３０－１で１（採用予定がある）と回答した方，または問３０－２で１～２（ある）と回答した方は御
回答ください。）採用した弁護士１人当たりに支払う年間の給与・報酬はいくらぐらいを考えているのか，お
答えください。

３００万円未満 25.6
22 825

30 

（％）

10 2.5

63 15.6

103 25.6

92 22.8

45 11.2

32 7.9

３００万円未満

３００万円～４００万円未満

４００万円～５００万円未満

５００万円～６００万円未満

６００万円～７００万円未満

７００万円以上

2.5

15.6

25.6
22.8

11.2
7.9

5.2

0 

5 

10 

15 

20 

25 

30 

（％）

21 5.2

37 9.2

403 100.0

完全歩合制

無回答

合計

７００万円以上

2.5
5.2

0 

5 

10 

回答数 ％

1252 60.8業務量確保の見通しがない

執務 ペ がな

問３２　（問３０－１で２（ない）と回答した方，問３０－２で４～５（採用予定がない）と回答した方は御回答く
ださい。）採用意向がない理由について最も該当するもの１つを御回答ください。

166 8.1

81 3.9

252 12.2

307 14.9

2058 100 0

無回答

合計

執務スペースがない

採用に至るような良い人材
がいない

その他

2058 100.0合計

その他

無回答
14.9%

業務量確保

の見通しがな

い
60.8%執務スペー

スがない

採用に至るよ

うな良い人材

がいない
3.9%

その他
12.2%

い
60.8%執務スペー

スがない
8.1%

3.9%
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弁護士実勢調査（返送先 FAX：０３－３５８０－５０５５（日弁連法制第一課）） 

1 

★該当する番号に○を付けて下さい。件数，金額，時間等は数字を記入して下さい。 

問１．性別   １ 男   ２ 女 
 
問２．年齢（2014 年 4 月 1日の満年齢） 

１ 25 歳未満 ２ 25 歳以上 30 歳未満 ３ 30 歳以上 35 歳未満 ４ 35 歳以上 40 歳未満  

５ 40 歳以上 45 歳未満 ６ 45 歳以上 50 歳未満 ７ 50 歳以上 55 歳未満  

８ 55 歳以上 60 歳未満 ９ 60 歳以上 65 歳未満 10 65 歳以上 70 歳未満 

11 70 歳以上 75 歳未満  12  75 歳以上 80 歳未満 13 80 歳以上 
 
問３．あなたが弁護士登録をされてから満何年になりますか。 
 １ ５年未満       ２ ５年以上 10 年未満     ３ 10 年以上 15 年未満   

 ４ 15 年以上 20 年未満    ５ 20 年以上 25 年未満  ６ 25 年以上 30 年未満   

 ７ 30 年以上 35 年未満  ８ 35 年以上（     年） 

 
問４．所属弁護士会     （            ）弁護士会 
 
問５．あなたの勤務形態として該当する番号をお答えください。 
 １ 経営弁護士 ２ 勤務弁護士 ３ 事務所内独立採算弁護士（いわゆる「ノキ弁」を含む）  

４ 日本司法支援センターのスタッフ弁護士 ５ 民間企業・団体等の組織内弁護士  

６ 公務員 ７ その他（     ） 

 

問６．（問５で，１～３と回答された方にお聞きします。）事務所には何人の経営者弁護士がいま

すか（あなた自身を含む）。人数をお書き下さい（男女別人数もお書きください）。 

（       ）人   （男性     人・女性     人） 
 

問７．あなたの勤務先として該当する番号をお答えください。 
１ 一般事務所    ２ 弁護士法人    ３ ひまわり公設事務所 
４ 法テラス     ５ 企業・団体    ６ 中央省庁・地方公共団体       
７ その他（        ） 

 
問８．（問７で１（一般事務所）と回答された方にお聞きします。）事務所の経営形態として当て

はまる番号をお答えください。 

１ 個人経営 

２ 共同経営 ①経費共同タイプ：事件収入は各「経営者弁護士」に専属し，各自がその収

入の中から事務所経費を分担拠出する 
３ 共同経営 ②収入共同タイプ：事件収入は事務所に属し，その中から事務所経費等の支

出を引いた金額が収益として各「経営者弁護士」に何ら

かの形で分配される 
４ その他（                       ） 

問９．勤務先には何人の弁護士がいますか（あなた自身を含む）。人数をお書きください（男女別

人数もお書きください）。   （     ）人   （男性     人・女性     人） 

 

問 10．あなたが現在取り扱っている事件（裁判所事件，交渉事件を含め，報酬請求の単位となる

ものを事件とします）の件数は何件ありますか。 
           件 
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弁護士実勢調査（返送先 FAX：０３－３５８０－５０５５（日弁連法制第一課）） 

2 

問 11－a．問 10 で答えた全事件のうち，裁判所事件（調停を含む）は何件ありますか。 

           件 
問 11－b．問 10 で答えた全事件のうち，刑事事件は何件ありますか。 

         件 
問 11－c. 上記の刑事事件のうち，国選弁護事件は何件ありますか。 

          件 
 

問 11－d．問 10 で答えた全事件のうち，少年事件（被疑者・被告人の弁護活動， 付添人活動を

含む）は何件ありますか。 
         件 

問 11－e．問 10 で答えた全事件のうち，家事事件は何件ありますか。 

                   件 

問 11－f．問 10 で答えた全事件のうち，行政事件は何件ありますか。 

                   件 

問 11－g. 問 10 で答えた全事件のうち，知財事件（商標・著作権含む）は何件ありますか。 

           件 

問 11－h. 問 10 で答えた全事件のうち，裁判外紛争解決手続（ADR 例えば弁護士会のあっせん・

仲裁センターや財団法人交通事故紛争処理センターなど）は何件ありますか。 
           件 

問 12.  あなたの事務所所在地を起点に，裁判所の管轄区域で表現した場合の，依頼者の地理的

分布として，多い順に３つお答えください。 
  １ 簡裁管内   ２ 簡裁管外支部管内 ３ 支部管外地裁管内 ４ 地裁管外高裁管内 
  ５ 高裁管外（国内） ６ 国外 

  １．       ２．       ３．        
 

問 13 あなたの弁護士としての活動による収入・所得について伺います（その他の事業による収

入，不動産収入，利子，配当，年金，恩給等は除きます）。 
今年３月のあなたの確定申告に基づいて，以下の項目について年額を記入して下さい。ただ

し，収入－経費＝所得とします。 
 

問 13－a． 申告した収入額（弁護士の活動としての）                      万円 

 

問 13－b．申告した所得（弁護士の活動としての）                     万円                   
 

問 13－c．申告した経費のうち，地代・家賃の額                 万円 

 

問 13－d．申告した経費のうち，給与賃金の額                  万円 

 

問 13－e．申告した経費のうち，図書研究費の額                 万円 

 

問 14．あなたは弁護士情報提供サービス「ひまわりサーチ」に登録していますか。 
  １ はい   ２ いいえ 
問 15．（問 14 で１（はい）と回答された方は御回答ください。）登録後に需要は増えましたか。 
  １ はい   ２ いいえ   ３ 変わらない 
問 16．あなた個人で依頼者との間に顧問契約を結んでいますか（顧問契約がある方は顧問先の件

数もお書き下さい）。 
  １ ある（     件）   ２ ない 
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弁護士実勢調査（返送先 FAX：０３－３５８０－５０５５（日弁連法制第一課）） 

3 

問 17．あなたの事務所には弁護士以外の下記の方（弁護士と兼任の者を除きます）がいますか（該

当する番号全てに○をつけてください）。 
  １ 司法書士   ２ 税理士   ３ 公認会計士  ４ 弁理士  ５ 海事補佐人 
  ６ 行政書士   ７ 不動産鑑定士   ８ 社会保険労務士  ９ いずれもいない 
 

問 18．事務所外に，共同・協力関係にある下記の方（弁護士と兼任の者を除きます）がいますか

（該当する番号全てに○をつけてください）。 

  １ 司法書士   ２ 税理士   ３ 公認会計士  ４ 弁理士  ５ 海事補佐人 
  ６ 行政書士   ７ 不動産鑑定士   ８ 社会保険労務士  ９ いずれもいない 
 
問 19．あなたは現在「国選弁護人」の契約をしていますか。 
  １ はい   ２ いいえ 
 

問 20．あなたは現在「当番弁護士」に登録していますか。 
  １ はい   ２ いいえ 
 

問 21．あなたは現在日弁連・弁護士会の委員会に所属していますか （所属している方は個数を

お書き下さい）。 
  １ 所属している （日弁連（    個）  弁護士会（    個）） 
   ２ 所属していない 

 

問 22．あなたは現在，事務所及び顧問先以外の場所（弁護士会，自治体，社会福祉協議会など）

での法律相談を担当していますか 
  １ はい   ２ いいえ 
 

問 23．自身の勤務先において，弁護士業務のために工夫していることについて，A～C それぞれ

該当する番号全てに○をつけてください。（複数回答可） 
【A】業務に関する宣伝・広告や情報提供のための利用媒体 

   １ 電話帳 ２ 事務所報 ３ 母校や出身県の機関紙 ４ テレビ・ラジオ  
５ 公共交通機関内の広告 ６ 事務所ホームページ・ブログ  
７ 個人のホームページ・ブログ  ８ その他（            ） 
９ 特に工夫はしていない 

【B】報酬・手数料の設定    
１ 報酬基準の低額化 ２ 相談料の低額化 ３ 相談料の無料化  
４ その他（                         ）５ 特に工夫はしていない 

【C】相談受付方法 
   １ 夜間相談  ２ 土日・祝日相談  ３ メール・インターネットを利用した相談 

４ その他（      ） ５ 特に工夫はしていない 
 

問 24．あなたは現在，弁護士としての活動以外の有償の仕事（会社役員・自治体の委員等。組織

内弁護士の場合，当該組織以外での仕事を指します。）に就いていますか。該当する番号全てに○

をつけてください。（複数回答可） 
１ 会社役員 ２ 法科大学院の教員 ３ 地方自治体の委員  
４ その他（原子力損害賠償紛争解決センターなど（       ）） 
５ 弁護士としての活動以外で有償の仕事に就いていない 
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弁護士実勢調査（返送先 FAX：０３－３５８０－５０５５（日弁連法制第一課）） 

4 

問 25．最近３ヶ月の間で，弁護士として１週間に平均何時間くらい働いていますか（会務活動を

含む）。 
週平均        時間 

 

問 26．問 25 で回答した１週間の勤務時間について，内訳の平均をお答えください。 
 

裁判所事件     時間   裁判所事件以外     時間   会務     時間 
 

問 27．あなたは最近半年の間に平均して月に何件くらい新件を受任していますか。 
          件 

問 28．自身の勤務先に所属しない新人弁護士へのＯＪＴ・研修等について，2013 年度に協力した

ものをお答えください。（複数回答可） 
 １ 弁護士会主催の研修講師  ２ 弁護士会法律相談センター事件の共同受任 
 ３ 弁護士会法律相談センターでの共同相談  
４ 新人弁護士用メーリングリストでの質問対応 ５ チューター制度などの個別指導  
６ 私的な勉強会 ７ その他（            ） ８ 特に協力は行っていない 

 
★以下は，問５（勤務形態）で「１ 経営弁護士」と回答された方のみお答えください。 
 
問 29．新人として採用した下記の修習期の弁護士について，人数をお書きください。 
  60 期（   ）人 61 期（   ）人 62 期（   ）人 63 期（   ）人  

64 期（   ）人  65 期（   ）人 66 期（  ）人 

 
問 30－1．2014 年度（67 期）の新人弁護士採用予定についてお答えください。また，１（採用予

定がある）と回答された方は，想定している人数をお書きください。 
 １ 採用予定がある （   人）  ２ 採用予定はない ３ 未定 
 
問 30－2．2015 年度以降の採用意向について，該当する番号を御回答ください。また，１（具体

的な採用予定がある）と回答された方は，想定している人数をお書きください。 
 １ 具体的な採用予定がある  
（2015 年度（   ）人，2016 年度（   ）人，2017 年度（   ）人） 

 ２ 具体的には決まっていないが，３年後までに採用する予定はある 
 ３ 今のところ積極的な採用意向はないが，そのときの状況次第では採用したい 
４ 採用予定はあまりない  ５ 採用予定は全くない   ６ 全くの未定 

 
問 31．（問 30－1 で１（採用予定がある）と回答した方，または問 30－2 で１～２（ある）と回

答した方は御回答ください。）採用した弁護士１人当たりに支払う年間の給与・報酬はいくらぐら

いを考えているのか，お答えください。 
 １ ３００万円未満 ２ ３００万円～４００万円未満 ３ ４００万円～５００万円未満 
 ４ ５００万円～６００万円未満 ５ ６００万円～７００万円未満 ６ ７００万円以上 
 ７ 完全歩合制 
 
問 32．（問 30－1 で２（ない）と回答した方，問 30－2 で４～５（採用予定がない）と回答した

方は御回答ください。） 採用意向がない理由について最も該当するもの１つを御回答ください。 
 １ 業務量確保の見通しがない ２ 執務スペースがない  
３ 採用に至るような良い人材がいない   ４ その他（              ） 

御協力いただき，ありがとうございました。
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